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はじめに

令和６年３月 高知県知事

  

 しかしながら、朝食を食べないなど食習慣の乱れ、野菜の摂取が少ないことや食塩の摂

りすぎなどの栄養の偏りに起因する生活習慣病、高齢者の低栄養など、食に関する健康課

題も残っていることから、食育の取り組みを一層充実させていく必要があります。

 また、食品ロスの削減やデジダタルツールを活用した食育情報の発信など、ＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）の実現に向けた取り組みも重要になっています。

 このため、これまでの取り組みの成果や課題、食品ロスや食生活の乱れなど近年の食を

めぐる状況を踏まえ、県民の誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに安心して暮らし

続けられる高知県を目指した「日本一の健康長寿県構想」の基盤をなす保健分野の計画の

一つである「第４期高知県食育推進計画」を新たに策定しました。

 本計画では、第３期計画に引き続き、①高知家の未来を担う子どもの食育の推進、②健

康長寿を実現する食育の推進、③持続可能な食の理解と継承、④食を育む環境づくりの４

つの柱を基本方針として、子どもから高齢者まで生涯を通じた食育の取り組みを推進して

まいります。

 こうした取り組みの実効性をより高めるために、県民の皆さまにも、この計画の趣旨を

十分にご理解いただき、家庭、地域、学校、職場などにおいて、日々の食育を通じた健康

づくりに取り組んでいただきたいと思います。

 最後に、この計画の改定にあたりご尽力いただきました高知県食育連携推進協議会の委

員の皆さまをはじめ、関係者の方々に対しまして、心からお礼申し上げます。

 食は私たちが生きていく上で欠かせないものです。そして、

食に関する知識や食を選択する力を身につけ、健康で豊かな

食生活を実践していくためには、食育を推進し、食にたずさ

わる方々への感謝の気持ちや地域の食文化への理解を育み、 

それを支える社会や環境を持続可能なものにしていくことが

重要です。

 県では、平成19年３月に「高知県食育推進計画」を策定

し、第２期計画（平成25年３月）、第３期計画（平成30年

３月）と改定を行い、市町村などの様々な関係者と連携して

時代の変化に応じた食育の推進に取り組んでまいりました。

その結果、食育の認知度の向上や地域で食育活動に取り組む

組織や団体との連携がさらに進み、学校での食に関する指導

なども充実してきています。 
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第２節 計画の位置づけ
 この計画は、食育基本法第17条第１項で規定する都道府県計画として位置づけるとともに、

県、市町村、関係団体、事業者などがそれぞれの役割と特性を生かしながら、協働して県民

とともに食育に取り組むための指針とします。

 また、第５期高知県健康増進計画「よさこい健康プラン２１」、「日本一の健康長寿県構

想」など、関係する諸計画と調和のとれたものとします。

第３節 計画の期間
 計画の期間は、令和６年度から令和11年度までの６年間とします。

 ただし、今後の社会情勢の変化などによる食をめぐる状況も踏まえながら、必要に応じて

本計画の見直しを行うものとします。
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第１章 計画の基本的事項 

第１節 計画策定の趣旨
 国民が生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育むことができるよう食育を総

合的、計画的に推進することを目的に、平成17年７月に食育基本法が施行され、平成18年

に食育推進基本計画が策定されました。

 これを受け、本県では平成19年３月に「高知県食育推進計画」を策定し、県民一人ひとり

が食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身につけるとともに、地域の食材や食文化につ

いて理解を深め、心身の健康と豊かな人間性を育む「食育」を推進していくこととしました。

その後、平成25年３月には「第２期高知県食育推進計画」、平成30年3月には「第３期高知

県食育推進計画」を策定し、取り組みを進めてきました。

 国においては、食育推進基本計画策定以降、家庭、学校、保育所・幼稚園等における食育

は着実に推進され、進展してきているものの、高齢者をはじめとする単独世帯やひとり親世

帯等の食支援や特に若い世代の食生活、食文化の継承など食に関する課題に対応していくた

めに令和３年３月に「第４次食育推進基本計画」を策定し、国民運動として食育を推進して

いくこととしています。

 こうした中、「第３期高知県食育推進計画」の評価を行うとともに、国の「第４次食育推

進基本計画」を踏まえ、「第４期高知県食育推進計画」を策定するものです。



 高知県食育推進計画と関連計画の策定経過

     H19年4月～       H25年4月～          H30年4月～          R６年４月～        R12年3月   

 高知県食育推進計画

第３期計画
H30~R5年度の
6か年計画

第２期計画
H25～H29年度の
5か年計画

第１期計画
H19～H24年度の
6か年計画

第１次計画
H18～H22年度の
4か年計画

第４期計画
H30~R5年度の
６か年計画

第３期計画
H25~H29年度の
５か年計画

第２期計画
H20～H24年度の
5か年計画

 高知県健康増進計画「よさこい健康プラン21」

食育推進基本計画

第2次計画
H23～H27年度の
5か年計画

第3次計画
H28～R2年度の
5か年計画

第２次
H25～R5年度の11か年計画

第１次
H12～H24年度の
12か年計画

健康増進計画 健康日本21

食
育
基
本
法(

平
成
十
七
年
七
月
施
行)

食
育
推
進
基
本
計
画

高
知
県
食
育
推
進
計
画

市
町
村
食
育
推
進
計
画

高知県健康増進計画（よさこい健康プラン21)

高知県食の安全・安心推進計画

高知県歯と口の健康づくり基本計画

高知県保健医療計画

高知県循環器病対策推進計画

高知県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画

第２期高知県子ども・子育て支援事業支援計画及び
高知県次世代育成支援行動計画（改定版）～高知家
の少子化対策総合プラン（後期計画）～

高知県教育振興基本計画

高知県産業振興計画

高知県食品ロス削減推進計画

 高知県食育推進計画の位置づけ
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第４期計画
R6~R11年度の
６か年計画

第５期計画
R6~R17年度の
12か年計画

第４次計画
R3～R7年度の
5か年計画

第3次
R6～R17年度の12か年計画
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改善傾向にあるもの 変わらないもの 悪化傾向にあるもの

高知家の未来を担う子どもの食育の推進

・３歳児保護者に対して基本的 
 生活習慣の学習会等を実施し 
 た保育所・幼稚園等の割合
   92.2％ → 100％
    〔目標 100% 〕

・食に関する指導の年間計画 
 （各学年）を作成している学
 校の割合（小学校・中学校） 
   85.3％ → 99％*R4

    〔目標 100% 〕

・生活リズム名人認定者数
 17,738人 →17,569人R1 
         16,341人R4

〔目標*R1 14,000人以上/
年〕

・朝食を必ず食べる児童生徒の
    割合
 （小学５年生）

男子86% → 男子84%
女子85% → 女子83%
〔目標 95%以上〕

 （中学２年生）
男子80% → 男子78%
女子79% → 女子74% 
〔目標 90%以上〕

 （高校２年生）
    男子78% →  男子75%
    女子82％ →  女子76%

〔目標 85%以上〕

健康長寿を実現する食育の推進

・よくかんで食べている県民の
割合

   71.8％ → 77.3％*R4

  〔目標 80%以上〕

・１人平均むし歯数
   ３歳0.55本 → 0.47本*R3

            （0.37本*R4）
   12歳0.97本→ 0.68本*R２

        （0.50本*R4)
   〔目標*R3 3歳 0.4本以下
                 12歳 0.5本以下〕

・適正体重を維持している県民
 の割合40～60歳代男性の肥
 満者の割合
   34.2％ → 39.5％*R4   
     〔目標 31%以下〕

・適正体重を維持している県民
 の割合40～60歳代女性の肥
 満者の割合
   20.2％ → 19.1％*R4

   〔目標 19%以下〕

・適正体重を維持している県民
 の割合20歳代女性のやせの人
 の割合
   20.0％ → 20.0％*R4

   〔目標 18%以下〕

・食塩摂取量
   8.8g → 9.0g*R4

〔目標 8.0g以下〕

・野菜摂取量
   295g → 274g*R4

〔目標 350g以上〕

・果物摂取量100g未満の県民
の割合

   55.6％ → 56.6%*R4

〔目標 30%以下〕

・朝食を食べている県民の割合
（20～30歳代）
  男性70.8％ → 67.6*R4

  女性87.5％ → 63.2*R4

      〔目標 85%以上〕

・自分の歯を有する県民の割合
  60歳で24本以上
   72.8％ → 70.1％*R2

   〔目標*R3 80%以上〕
  80歳で20本以上
   59.3％ → 56.7％*R2

   〔目標*R3 60%以上〕

第４節 第３期計画の指標の評価

（太字は目標を達成した項目です。）



【各指標の評価方法について】

健康長寿を実現する食育の推進と食を育む環境づくりの項目のうち、高知県県民健康・栄養調査

の項目については、調査結果（平成28年・令和４年）と第３期計画目標値から、「令和４年結果

は平成28年から改善したか」と「令和４年結果は目標値に達したか｣の２つを統計学的に判定し 

２つの判定を総合して評価を実施。

高知県県民健康・栄養調査には無い項目については、「直近の実績値」と「策定時の値」の変化

の絶対量を評価。

 「65歳以上低栄養傾向(BMI 20以下)の割合(男女)」については、現状値及び目標値に誤りが

 あったため、評価保留とする。

（太字は目標を達成した項目です。）

改善傾向にあるもの 変わらないもの 悪化傾向にあるもの

食の理解と継承

・南海トラフ地震時栄養・食生
活支援活動ガイドラインに基
づく市町村災害時保健活動マ
ニュアルの策定状況
８市町村 → 34市町村
〔目標 全市町村〕

・学校給食における地場産物の
活用（食品数ベース）

33.9% → 43.6%*R4

  〔目標 50%〕

・直販所売上高
   95億円 → 102億円
   〔目標*R1 100億円〕

食を育む環境づくり

・食育に関心を持っている県民
の割合

54.1% → 58.9%*R4

〔目標 95%以上〕

・食生活改善推進員の数
1,841人 → 1,336人
〔目標 1,800人維持〕

＊の数字は年度を表す（（例）R2→令和２年度）

＊のないものは令和５年度 
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＜これまでの食育の取組状況＞

健康長寿を実現する食育の推進

・量販店や事業所等企業との連携によ

   る「減塩」「朝食摂取」「運動」等

   の啓発

・高知家健康パスポートによる健康的

   な保健行動の定着化と職場の健康づ

   くり対策の推進

・健康づくりひとくちメモ等、マスメ

 ディアを活用した啓発

・低栄養予防レシピの作成と普及啓発

・保育園、幼稚園、認定こども園、学

 校でフッ化物洗口を実施

・「基本的生活習慣に関する保護者用

   パンフレット」を作成、３歳児保護

   者を対象に配付・活用

 

高知家の未来を担う子どもの

食育の推進

 ・食生活改善推進協議会による食育講

      座の実施と家庭への波及

 ・小中高校生を対象に健康教育副読本

      を活用した健康教育の実施

 ・保護者研修や園内研修等を通じて、

  乳幼児期からの食育の推進

 ・小中学生を対象に、生産者等が講師

となり農畜水産物に関する出前授業

の実施

 ・「早ね早おき朝ごはん」県民運動の

推進

 ・ボランティア団体と連携した食事提

供活動の実施

 ・給食を生きた教材として活用した食

育の推進

 

食の理解と継承

 ・「土佐の料理伝承人」を選定し、郷土料

理の伝承活動を通して、食文化や地域食

      材を普及

 ・魚の調理体験学習会による魚食普及活動

 ・県内の小学生を対象にカツオの生態など

の学習及びカツオのタタキづくり体験の

  実施

  ・ 地 場 産 物 を 活 用 し た 学 校 給 食 の 推 進

 ・食の安全・安心推進審議会で「食の安

全 ・ 安 心 推 進 計 画 」 の 進 捗 管 理

 ・食に関する意見交換会として、リスクコ

      ミュニケーションの開催

 ・栄養成分表示に関する情報提供による県

      民の食選択や健康増進の活用を普及

 ・「地産地消応援の店」の登録による地産

      地消の推進及び消費拡大を図る

 ・県産水産物の魅力をPRして消費拡大につ

      なげる取組の推進

 ・南海トラフ地震時に対応する栄養・食生

      活支援体制づくり

食を育む環境づくり

・栄養・食支援活動の人材育成

・食品量販店等での減塩事業「減塩プロジ

  ェクト」の展開及び「高知家健康チャレ

   ンジ事業」での健康づくり総合啓発

・広報活動としてテレビ、ラジオ、新聞

 等を活用した食育の啓発

 第３期計画では、食育推進のため４つの項目を基本方針として、県、関係機関・団体

と連携した食育の取組を次のとおり行いました。
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第２章 食育に関わる現状と課題

・本県の一般世帯数、一般世帯人員、１世帯当たり人員は減少傾向にあり、一般世帯の家族類型

 別割合は、単独世帯が多く、次いで夫婦と子どもの世帯が多い状況です。

・人口等の将来推計では、年少人口・生産年齢人口は減少し、75歳以上人口の占める割合は高くな

 ります。

 第１節 県民の健康づくりをめぐる状況

（人）
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 （１）人口・世帯構成の変化と将来推計
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数
・
一
般
世
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員

（グラフ１）一般世帯数・一般世帯人員・１世帯当たり人員(高知県)（世帯数または人）

１
世
帯
あ
た
り
人
員

出典：総務省「国勢調査」
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（グラフ２）一般世帯の家族類型別割合の推移(高知県)

（全国）

（核家族世帯） 出典：総務省「国勢調査」
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（グラフ３）人口等の将来推計（高知県）
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」



（グラフ４）高知県と全国との死亡数の差(生命表における差)
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 （２）生活習慣病の状況

出典：厚生労働省「令和２年都道府県別生命表」

人
口
10
万
人
当
た
り
の

死
亡
者
数
の
差(

全
国
と
の
差)

○生命表からみた年齢別死亡者数の全国との差

・厚生労働省が公表した令和２年都道府県別生命表から、本県と全国の性年齢別の死亡者数

の差をみてみると、男性は60歳から70歳までの年齢で死亡者数が多くなっています。依

 然として全国に比べて壮年期の過剰死亡数が多い状況です。

○死亡等の状況

・本県の40～64歳の死亡率は、平成25年と比較して、令和３年は男女とも減少しています。

・死因別死亡数では、男女とも1位が悪性新生物、2位が心疾患となっており、平成25年と

 比較して、令和３年の死亡数が減少しています。

  出典：厚生労働省「人口動態統計」

死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

  出典：厚生労働省「人口動態統計」

女性

（単位：人）

男性

（表1）本県の壮年期（40-64歳）死亡者数の推移

（グラフ５）壮年期（40-64歳）死亡率の推移

過剰死亡

男性

女性

540.1 
485.2  475.4  472.7  447.5  428.5  427.9 

400.3  395.9 

439.8 
415.4 400.6 

377.9 363.0 356.6 351.9 356.0 348.6 235.1  220.7 
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167.1 

211.4 
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  全死亡           全死亡          

 （年）
悪性

新生物
脳血管
疾患

心疾患
不慮の
事故

自殺
悪性

新生物
脳血管
疾患

心疾患
不慮の
事故

自殺

H25 640 260 48 71 49 37 294 171 17 24 11 16
H26 563 206 50 78 41 43 270 135 24 22 14 12
H27 542 205 48 71 42 32 238 132 17 15 13 9
H28 531 193 32 74 42 42 263 139 17 23 10 14
H29 496 177 39 69 24 27 209 111 8 13 12 15
H30 470 162 34 64 35 38 213 121 13 10 8 16
Ｒ１ 465 160 35 65 22 30 216 117 15 16 ９ 12
Ｒ２ 428 158 31 54 26 26 227 123 16 14 13 14
R 3 428 139 26 59 25 30 186 98 13 13 6 8



○生活習慣病の受療状況

・本県の35歳から64歳までの入院受療率は、総数では男女とも全国より高く、令和２年の

 疾患別では男性の糖尿病と女性の心疾患等が全国平均より高い状況です。

（グラフ７）35-64歳の入院受療率 (女性)（グラフ６）35歳-64歳の入院受療率 (男性)

受
療
率(

人
口
10
万
対)

受
療
率(

人
口
10
万
対)

  出典：厚生労働省「患者調査」  出典：厚生労働省「患者調査」

・本県の35歳から64歳までの外来受療率は、令和２年の総数では男女ともに全国より低く、

疾患別では男性の脳血管疾患と女性の心疾患と脳血管疾患が全国平均より高い状況です。

   

（グラフ９）35歳-64歳の外来受療率（女性)（グラフ８）35歳-64歳の外来受療率（男性)

  出典：厚生労働省「患者調査」  出典：厚生労働省「患者調査」
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人
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人
口
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万
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・小学５年生の肥満傾向にある子どもの割合は、男女とも全国平均を上回って推移していま

 す。

・年代別には男性は40歳代、女性は70歳以上が最も肥満者の割合が高くなっています。40

～69歳の肥満者の割合は、平成28年と令和４年を比較すると男性は増加傾向にありますが

 女性はわずかに減少しています。

（グラフ11）肥満者（BMI25以上）の割合

出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

  出典：文部科学省「全国体力・運動能力・運動習慣等調査」（※）

出典：高知県県民健康・栄養調査

(%)

(%)

 （３）肥満の状況

（グラフ10）肥満傾向（中等度・高度肥満）にある子どもの割合（小学５年生）(%)

（グラフ12） 40-69歳の肥満者（BMI25以上）の割合
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 ※新型コロナウイルス感染症の流行による全国一斉臨時休業等の影響により、令和２年度は調査未実施
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・20歳代女性のやせの割合は横ばい傾向にあります。

・年代別には、女性の20～39歳がやせの割合が最も高くなっています。

・65歳以上のBMI 18.5未満の「やせ」の割合は､男女とも増加傾向です。

 （４）やせの状況

出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

（グラフ13） 20歳代女性のやせ（BMI 18.5未満）の割合

出典：高知県県民健康・栄養調査

(%)

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ14）やせ（BMI 18.5未満）の割合

（グラフ15）65歳以上のやせ（BMI 18.5未満）の割合
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・本県の40歳以上の収縮期血圧の平均値及び130mmHg以上の割合は、平成28年と令和４年

 を比較すると男性は低下、女性は横ばいとなっています。

・年代別に見ると男性において、40歳代から収縮期血圧130mmHg以上の県民の割合が50％

 を超え高くなっています。

 （５）血圧の状況

（グラフ17）収縮期血圧130mmHg以上の
     県民の割合（40歳以上）

（グラフ16）収縮期血圧の平均値（40歳以上）

出典：高知県県民健康・栄養調査 出典：高知県県民健康・栄養調査

（ｍｍＨｇ） （%）

（グラフ18）収縮期血圧130ｍｍHg以上の県民の割合
(%)

・40～74歳が対象の特定健診結果におけるメタボリックシンドローム該当者・予備群の割

合は横ばい傾向ですが、全国に比べて該当者の割合が高くなっています。

（６）メタボリックシンドロームの状況

（グラフ19）メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合(男女計）

出典：厚生労働省「特定健診・特定保健指導の実施結果に関するデータ」

(%)

注：内臓脂肪の蓄積に加え、①高血圧、②脂質異常、③高血糖の危険因子のいずれか２つ以上重なって
いる状態をメタボリックシンドロームといいます。また、いずれか１つにあてはまる状態をメタボ
リックシンドローム予備群といいます。
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出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査
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・むし歯のない３歳児の割合は増加傾向にあります。

・12歳児の１人平均むし歯数は0.6本まで減少しています。

・自分の歯を有する県民について、60歳で24本以上及び80歳で20本以上ある人の割合は

 それぞれ減少しています。

出典：文部科学省「学校保健統計調査」

（グラフ21）12歳児の１人平均むし歯数の推移
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(本)

 （７）歯の状況

（グラフ20）３歳児のむし歯の推移

出典：高知県「3歳児歯科健康診査」
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・要介護（要支援）認定者数は増加傾向です。

・今後も高齢者人口の増加に伴い、要介護（要支援）認定者数の増加が見込まれます。

出典：高知県「介護保険事業状況報告」

 （８）要介護認定の状況

（グラフ22）自分の歯を有する県民の割合
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10,174 10,341 10,584 10,735

7,748 7,875 7,801 7,617

6,236 6,149 6,369 6,427

6,386 6,443 6,662 6,832
5,560 5,418 5,374 5,167

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

（グラフ23）要介護（要支援）認定者数の推移（高知県）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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出典：平成27年度高知県歯と口の健康づくり実態調査
   令和２年度高知県歯と口の健康づくり実態調査をもとに親知らず
   を加味して再集計したもの

(％)
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・20歳以上１人１日当たりの野菜摂取量の平均値は、平成28年と令和４年を比較すると減少

 傾向にあり、男女とも全ての年代で目標値の350gに達していません。年代別には、特に

 20～40歳代の摂取量が少ない状況にあります。

・350g以上摂取者の割合は、男性25%、女性28％で、年代別では男女とも70歳以上で300g

を超えています。

・果物の摂取量が１日当たり100g未満の20歳以上の割合は56.6%で横ばい傾向です。

 第２節 県民の栄養・食生活の状況

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ26）野菜の摂取量比較(女性)（グラフ25）野菜の摂取量比較(男性)

出典：高知県県民健康・栄養調査

 （１）野菜摂取の状況

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ24）野菜摂取量の平均値の推移（20歳以上）
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出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

（グラフ27）年代別の20歳以上１人１日当たりの野菜摂取状況

（グラフ28）果物の摂取量が1日当たり100g未満の20歳以上の割合

（％）

出典：高知県県民健康・栄養調査
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・20歳以上１人１日当たりの食塩の平均摂取量は9.0ｇで平成28年と比べやや増加傾向と

 なっています。

・平成28年と比較すると、男性は１日の食塩摂取量8.0g未満が減少し、４割以上が食塩を

 １日10g以上摂取している状況にあります。

・年代別に比較すると男性の60歳代以上で１日10g以上、女性の60歳以上で１日９.0g以上 

   と摂取量が多くなっています。

（グラフ29）食塩摂取量の平均値の推移

（２）食塩摂取の状況

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ31）食塩の摂取量比較(女性)

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ30）食塩の摂取量比較(男性)

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ32）年代別の食塩の摂取量比較

出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査
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・生活習慣病のリスクを高める量の飲酒をしている県民の割合は、平成28年と令和４年の比較

では横ばい傾向です。年代別には男性は40歳代、女性は40～50歳代が最も高くなっています。

・毎日飲酒する県民の割合（男性）は、60歳代以上が高い状況です。

（グラフ33）生活習慣病のリスクを高める量*の飲酒をしている県民の割合

 （３）飲酒の状況

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ34）生活習慣病のリスクを高める量*の飲酒をしている県民の割合

出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

(％)

(％)

出典：高知県県民健康・栄養調査

*生活習慣病のリスクを高める量とは、
 男性 毎日×2合以上、週5~6日×2合以上、週3~4日×3合以上、週1~2日×5合以上、月1~3日×5合以上
 女性 毎日×1合以上、週5~6日×1合以上、週3~4日×1合以上、週1~2日×3合以上、月1~3日×5合以上  

（グラフ35）毎日飲酒する県民の割合（男性）
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・調査日に朝食を摂っていた人の割合は、男性より女性が高くなっていますが、女性の割合

は減少傾向です。

・ほとんど毎日朝食を食べる割合は、女性は20～30歳代が63.2%と最も低く、年齢が高く

なるほど割合が増えています。

・朝食を毎日食べる児童生徒の割合は、令和３年度までは減少傾向にありましたが、令和４

年度には男女とも横ばいから増加傾向となっており、全国との差は縮まっています。

（グラフ37）ほとんど毎日朝食を食べる県民の割合（生活習慣調査）

出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

（グラフ36）朝食を食べている県民の割合(20歳以上)
＊調査日に朝食を食べていた県民

出典：高知県県民健康・栄養調査
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-18-

（４）朝食の状況
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(グラフ38）朝食を毎日食べる児童の割合（小学５年生）

(グラフ39）朝食を毎日食べる生徒の割合（中学２年生）
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  出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査（※）

 ※新型コロナウイルス感染症の流行による全国一斉臨時休業等の影響により、令和２年度は調査未実施。

  出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査（※）

 ※令和２年度は全数調査ではないため参考値

(グラフ40）朝食を毎日食べる生徒の割合（高校２年生）

  出典：高知県体力・運動能力、生活実態等調査（※）
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・共食（ここでは、「家族と一緒に朝食・夕食を食べること」とする）する全国の割合は、

 平成27年度と比較すると、令和４年度は「ほとんど毎日」の朝食は減少し、夕食は増加し

 ています。

・食糧消費支出に占める外食の割合は、平成20年以降減少傾向にある一方、中食（惣菜や弁

当などを購入して家庭で食べる形態の食事のこと）は増加傾向にあります。食の外部化率

（家庭内で行われていた調理や食事を家庭外に依存する状況や食品産業による中食の提供

 等の動向を示す指標）は減少傾向です。

（５）共食の頻度、食の外部化率

（グラフ41）朝食・夕食の共食頻度(全国)

出典：農林水産省/内閣府「食育に関する意識調査」

朝食

夕食

（グラフ42）食の外部化率の推移(全国)

出典：(公財)食の安全・安心財団「外食産業市場規模推計値」

外食率：食糧消費支出に占める外食の割合
中食率：食糧消費支出に占める中食（惣菜や弁当などを購入して家庭で食べる形態の食事のこと）の割合
食の外部化率：外食率に中食率を加えたもの
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（グラフ44）食育に関心を持っている県民の割合

54.0 58.9 59.3 57.2
66.7

57.2
64.8

70.9

48.6
59.9

44.6 54.8

・食育に関心を持っている県民の割合の傾向は、増加傾向にありますが、食育に関心があると

 回答した割合は女性71.2%、男性43.3%と差が拡大しています。

・年代別に平成28年と令和４年を比べると、食育に関心を持っている20～49歳の割合は減少

しましたが、20-50歳代の子育て世代の割合は57％以上と高い状況です。また、50歳代以上

 で食育に関心を持っている県民の割合が増加しています。

（６）食育への関心の状況

出典：高知県県民健康・栄養調査

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ43）食育に関心のある県民の割合
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出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

・学校給食における地場産物の活用（金額ベース）は、全国水準並みですが、安定的に活

用することに課題があります。

・地元の新鮮な農林水産物や、その加工品等が購入できる場として、利用されている直販

所等の売り上げは、平成29年以降100億円を超えて推移しています。

（７）地場産物の活用状況

出典：文部科学省「学校給食栄養報告（週報）」

（グラフ45）食育に関心を持っている県民の割合（年齢・年代別）

（グラフ46）学校給食における地場産物の活用（金額ベース）
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 ※令和２年度は調査未実施



・よくかんで食べている県民の割合は約７割で、年代別には、20～30歳代が最も低い状況で

す。

・平成28年と令和４年を比較すると各年代で増加しています。

 （８）咀嚼の状況

（グラフ48）よくかんで食べている県民の割合
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出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ47）高知県直販所店舗数、売上髙推移       
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  出典：農林水産物直販所調査結果（高知県農産物マーケティング戦略課調べ）
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（グラフ50）65歳以上低栄養傾向者（BMI 20以下）の割合の
年次推移

出典：高知県県民健康・栄養調査

出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査結果の概要」

・65歳以上の低栄養傾向（BMI 20以下）の割合は、令和４年の県民健康・栄養調査で

男性10.7％、女性18.4％で、女性の割合が高い状況です。全国の低栄養傾向の割合

と同じような傾向がみられ、高齢化社会において、低栄養の予防対策が必要となりま

 す。

（９）高齢者の低栄養の状況

（グラフ49）65歳以上低栄養傾向者（BMI 20以下）の割合
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・非常用食料を備蓄している県民の割合は、40歳代を除いて増加傾向にあり、約２人に１人

 が非常用食料を備蓄しています。

・備蓄している食料は、全ての年代で飲料が約８割を超えて最も高く、次いで主食、副食と

 なっています。

（グラフ51）非常用食料の備蓄について（備蓄している県民の割合）

出典：高知県県民健康・栄養調査

（グラフ52）用意している食料

出典：令和４年高知県県民健康・栄養調査

（非常用食料を用意していると回答した県民が用意しているもの）
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（10）非常用食料の備蓄の状況
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・「食品ロス」とは、まだ食べられるにも関わらず、捨てられてしまう食品のことです。

・県内では、年間28,764ｔの食品ロスが発生しており、そのうち家庭から生じる家庭系食品

ロスが20,984ｔ（73.0％）、食品加工場や量販店、外食店などの事業所から生じる事業系

 食品ロスは7,780ｔ（27.0％）で、県内の食品ロスの約７割が家庭から生じています。

 （令和２～４年度高知県推計）

・これを県民一人当たりに換算すると、毎日114ｇ（おにぎり１個分）の食品を捨てているこ

 とになります。

（11）食品ロスの状況

20,984, 

73%

7,780, 

27%

家庭系食品ロス 事業系食品ロス

（グラフ53）高知県の食品ロス発生の割合（令和２～４年度高知県推計）

事業系食品ロス

 ●規格外品
 ●返品
 ●売れ残り
 ●食べ残し
     など

家庭系食品ロス

 ●直接廃棄
 ●食べ残し
 ●過剰除去
     など

（トン）

出典：令和４年度食品ロス実態調査／令和３年度農林水産省・環境省の推計値を基に県民生活課作成
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第３章 目指す食育推進の方向

第１節 食育の目標

第２節 目指す姿

食を通じて豊かな人間性を育み、健全な食生活を営む力を養う

 本県の食を取り巻く現状と課題を踏まえ、食育の目標は第３期計画に引き続き

「食を通じて豊かな人間性を育み、健全な食生活を営む力を養う」とします。

 食は、豊かな人間性を育み、生きる力を身につけていくための基本となるもので

す。食に関する正しい判断力を養い、生涯にわたって健全な食生活を実践できるよ

う取組を推進します。

元気なからだをつくる健全な食生活の実現

 規則正しく、バランスのよい食事を習慣化することは、毎日の生活に活力を与

え、元気なからだをつくります。

 しかし、社会経済情勢の変化に伴う生活スタイルの多様化や食習慣の乱れなど

食を中心とした生活習慣に起因して、肥満や糖尿病などの生活習慣病の増加、ま

た、高齢者の低栄養の問題などが起きています。

 県民一人ひとりが元気なからだをつくるために必要な知識や実践力を身につけ、

健全な食生活の実現を目指します。

高知のおいしい食材・食文化を楽しみ・伝え・豊かな心を培う

持続可能な食を支える食育の実践

 食は生産から消費に至るまで多くの関係者の活動に支えられていることを理解

し、食べ物を大切にする意識の醸成や食品ロスの削減等、食の循環が環境と調和

する取組を進めることが求められています。

 また、県民一人ひとりと、農林漁業者や食品関連事業者、地域のボランティア

団体やＮＰＯ団体など食の関係団体などが連携し、県民運動として食育を推進す

ることで、食の循環を担う多様なつながりが広がる食育を推進していきます。
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 食が自然の恵みであることをはじめ、農林水産業などの関係者の苦労や努力に

支えられていることを実感し、食への感謝の気持ちを育むことが大切です。高知

県の恵まれた自然環境を活かした体験学習や、地域の食文化とのふれあいを通じ

て豊かな心を育てます。

 また、家庭は家族が一緒に食事を通してコミュニケーションを図る場だけでな

く、食の楽しさや食事のマナー、あいさつの習慣などを身につけることができる

大切な食育の場となります。

 本県のおいしい食材を家族や仲間で楽しく食べて、豊かな心が培われることを

目指します。



第３節 基本方針
 食育の目標を達成するために、次にあげる４つの柱を基本方針とし、子どもから

高齢者まで生涯を通じた取組を推進します。

健康長寿を実現する食育の推進

高知家の未来を担う子どもの食育の推進

持続可能な食の理解と継承

食を育む環境づくり

 子どもの頃に健康的な食習慣を身につけることは、心身の発達のうえで大変重要

です。子どもの頃から望ましい食生活の基礎知識や判断力を習得し、食の実践力を

獲得することにより、健全な身体を培います。また、食事を通して家族や友人との

コミュニケーションを深め、食に対する感謝の気持ちを育み、食の楽しさ・食事の

マナーの定着を図るなど、次世代を担う子どもの食育を推進します。

 健全な食生活を送るには、持続可能な環境が不可欠であり、食育の取組を進めて

いく中で、食を支える環境の持続に資する取組を推進します。

 日々の食生活が自然の恩恵の上に成り立っていることを理解し、生産者をはじめ

として多くの人々の苦労や努力に支えられていることを実感できる体験学習や地域

との交流に取り組むことにより、地場産物に対する理解を深め、食に対する感謝の

気持ちを育みます。また、県内各地の伝統的な行事や食文化を若い世代に継承し

人々の精神的な豊かさを育む取組を進めます。

 食の安全・安心を確保するため、提供側も消費者側も正しい知識を身につけ理解

を深められるよう、情報提供や啓発などを行います。

 また、近い将来必ず発生するとされている南海トラフ地震などの大規模災害時に

備えた栄養・食生活支援の取組を推進します。

 県民一人ひとりが食育を実践するためには、それを支援していくための人材育成

や環境の整備が必要です。

 あらゆる機会や様々な場所で食育が推進されるよう、食育を担う人材を育成する

とともに地域のボランティア団体やＮＰＯ団体、企業などと連携し、食育に関する

県民運動を推進します。

 また、時間や場所の制約がある方等も食育の情報を得やすいよう食育活動にデジ

タルツールを活用し、デジタル化に対応した食育を推進します。

-28-

 国は第４次食育推進基本計画に基づき、生活習慣病の予防や改善に向けた、適正

体重の維持や減塩等に配慮した食生活の実践について重点に取り組んでいます。

 また、県は第５期高知県健康増進計画「よさこい健康プラン21」において、「子

どもの頃からの健康的な生活習慣の定着」と「働きざかりの健康づくりの推進」

「生活習慣病の発症予防と重症化予防対策」を重点的な取組として推進することと

しています。

 これらの取組とも連携しながら、減塩と野菜摂取量を満たすバランスのとれた食

生活の実践と低栄養の予防、歯と口の健康づくりに取り組むことで、生活習慣病の

予防及び改善につなげ、健康長寿を実現する食育を推進します。



第４節 計画の施策体系

【食育の目標】
食を通じて豊かな人間性を育み、健全な食生活を営む力を養う

【目指す姿】

高知のおいしい食材・
食文化を楽しみ・伝
え・豊かな心を培う

持続可能な食を支える

食育の実践

４
つ
の
基
本
方
針

健康長寿を実現する食育の推進
 ・減塩や野菜摂取量を満たすバランスのとれた

食生活の実践
 ・生活習慣病の予防と改善
 ・健康寿命を延ばす低栄養の予防
 ・豊かな食生活のための歯と口の健康づくり

高知家の未来を担う子どもの食育の推進
 ・基礎的な食に関する知識の習得
 ・食の実践力の獲得
 ・食の楽しさ・食事のマナーの定着

持続可能な食の理解と継承
 ・食への感謝や食文化の継承
 ・環境に配慮した食育の推進
 ・食の安全・安心の確保
 ・地産地消の推進
 ・災害時の栄養・食生活支援の取組

食を育む環境づくり
 ・食育に関する人材育成
 ・企業や関係団体などとの連携
 ・県民運動の推進
 ・デジタル化への対応

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
生
涯
を
通
じ
た
取
組
を
推
進

 多様な関係者の連携・協働の強化
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元気なからだをつくる

健全な食生活の実現



 （１）基礎的な食に関する知識の習得 

 第１節 高知家の未来を担う子どもの食育の推進

出典：高知県「食に関する指導実施状況調査」

第４章 具体的な取組

◆「早ね早おき朝ごはん」プラス「運動」で元気な子

指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

朝食を毎日食べる児童生徒の割合

小学５年生

男子  81.6％
（全国  82.3%）

女子  80.4％
（全国  81.1%）

全国平均値以上

中学２年生

男子  78.3％
（全国  80.0%）

女子  72.1％
（全国  73.4%）

全国平均値以上

高校２年生
男子 75.0%
女子 76.0%

80%以上

プロセス指標
（目標達成に向けた経過指標）

現状値
（令和４年度）

プロセス指標値
（令和11年度）

３歳児保護者に対して基本的生活習
慣の学習会を実施した保育所・幼稚
園等の割合

35.4%
（97/274園）

80％*1

（R９年度）

生活リズムチェックカードを活用し
た生活点検の取組への参加園・校の
割合

61.9%（301園・校） 75%

食に関する指導の年間計画
（各学年）を作成している
学校の割合（小学校・中学校）

99% 100%

食生活改善推進協議会が重点校*2で
食育講座を実施した割合

37.5%
（R５年度）

100%
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*1第３期教育等の振興に関する施策の大綱、第４期高知県教育振興基本計画

*2重点校は教育委員会の把握による。



(取組）

・県は、保育所・幼稚園等において、就学前の子どもが発育、発達段階に応じて、健全な食

習慣の定着と豊かな食体験を積み重ねていくことができるよう、3歳児保護者を対象に基

本的生活習慣に関するパンフレット等の配付や学習会を実施するなど家庭や地域と連携し

 つつ、様々な食育を推進します。

・県は、市町村教育委員会・市町村保育所主管課を通じて、保育所・幼稚園等の４歳、５歳

児に生活リズムチェックカードを配付し、基本的生活習慣や家庭学習の定着を図ります。

・市町村は、母子健康手帳の交付及び妊娠期の教室等で、妊娠中に適正な栄養管理が必要な

ことについて指導し、実践できる力を身につけられるよう支援します。

・市町村では、乳幼児健診、離乳食教室、育児相談における発育・発達に応じた食生活の指

 導を行います。

・県は、「早ね早おき朝ごはん」プラス「運動」プラス「読書」の県民運動イメージキャラ

 クターを活用して県民運動を推進します。

・県は、生活リズム名人認定証送付申請書の提出をうけ、保育所・幼稚園等、小学校、中学

校へ生活 リズム 名人認 定証を 送付し 、 健康的な 生活習 慣の定 着を推 進しま す。

・県は、全小中高等学校の保健体育等の授業においてデジタル化した健康教育副読本を活用

し、児童生徒の生活習慣の重要性の啓発に努めます。また、食生活改善推進協議会と連携

して食育講座を実施することで、子どもの生活習慣の改善を促し、健康的な生活習慣の定

 着を推進します。

・学校は、学習指導要領に基づき、教科・特別活動等における健康教育を充実させ、朝食の

重 要 性 な ど 食 に 関 す る 知 識 や 実 践 す る 力 が 身 に つ く よ う 取 り 組 み ま す 。

・県は、学校給食が「生きた教材」となるよう献立内容や指導を充実させるとともに、食に

関する指導の全体計画に基づいた指導の充実に向け、栄養教諭等を中核とした学校におけ

 る食育を推進します。

・県は、量販店等と連携し、長期休暇等を活用した親子イベントで朝食摂取等の重要性の啓

 発を行います。

・県は、子どもを通して保護者に朝食摂取啓発リーフレットを配布し、朝食摂取の重要性の

 理解促進に取り組みます。

・保護者は、基本的な生活習慣を理解し、家庭のなかから生活習慣の改善に努めます。
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（課題）

・大人になってから既に身についた食生活習慣は変えることは難しいため、子どもの頃か

 ら健康的な食生活習慣を定着させることが必要です。

・子育て世代の朝食欠食が、児童生徒の朝食欠食につながっている可能性があり、基本的

生活習慣の重要性や具体的な取組方法について保護者に理解を促し、実践につなげてい

 く必要があります。

・小中学校では、食に関する指導の全体計画に基づき、各学年ごとに系統立てた食に関す

る指導を実施していますが、指導内容の充実や組織的、効果的な指導を行っていく必要

 があります。

・望ましい生活習慣を身につけるため、学校・家庭・地域が連携した取組を進めていく必

 要があります。
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 （２）食の実践力の獲得 

(課題）

・食に関する知識や食の大切さについては、子どもの頃からの食に関する体験学習や調理

実習等を通して理解していますが、日常生活での実践や行動変容にまでは至っていない

ことから、体験的な学習を継続的に行い、正しい知識と健全な食生活を実践する力を身

につけていくことが大切です。また、家庭にも波及する取組を継続的に行っていく必要

があります。

・食育は、家庭の中で受け継がれるものですが、共働き世帯やひとり親世帯の増加、家族

間の生活時間のずれ等から家庭で身につけることが難しくなっています。

  

(取組）

・市町村、食生活改善推進協議会による親子食育教室や食育講座での調理実習を実施するな

ど、食に関する体験の機会を増やします。

・県は、農林水産関係団体や地域の鮮魚店と連携し、調理などの体験学習や出前授業を行い

 ます。

・学校は、学習指導要領に基づいて、教科・特別活動等における体験的な指導を推進し、子

どもたちに食を選択する力や調理をする力が身につくよう取り組みます。

・家庭では、子どもと一緒に食を選択し、調理する力が身につくように努めます。

食育ピクトグラム

 食育の取組をわかりやすく表現した食育ピクトグラムは、農林水産省が
情報発信や普及啓発を目的に作成しています。カラー版とモノクロ版があ
り、食育の取組を情報発信する際に自由に使用できます。

 ※詳しくは、農林水産省のホームページをご覧ください。
  https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/pictgram/index.html
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 （３）食の楽しさ・食事のマナーの定着

(課題）

・近年ひとり親世帯や貧困の状況にある子ども等が増え、家庭状況やライフスタイルが多

様化するなかで、家族との共食が少なくなる傾向があり、家庭における食に関するマ

 ナーや楽しい食生活の実践が十分でないことが考えられます。

・家族が共に食事をとりながらコミュニケーションを図り、豊かな食体験につなげる必要

があります。また、地域や地区組織等の活動や行事を通じて様々な人と共食する機会を

 持つことが重要です。

(取組）

・保育所・幼稚園等は、保育所保育指針や幼稚園教育要領等に基づき、食育を推進し、身

近な人と一緒に食べる楽しさや食材について話をするなかで、食事に必要な基本的な習

 慣やマナーが身につくよう取り組みます。

・県は、保護者研修等において、子どもと共食することで得られること（コミュニケー

ション、マナー、愛着等）について保護者の理解を深め、実践できるよう支援していき

 ます。

・保育所・幼稚園等、学校は、行事食を通して食の楽しさを体験する機会を増やします。

・保育所・幼稚園等、学校は、給食の時間での実践活動を通して食の楽しさ、食事のマ

 ナーが身につくよう取り組みます。

・学校は、体験活動や給食時間等において食の楽しさを体験するとともに、食事のマナー

 が身につくよう取り組みます。 

・地域のボランティア団体や生産者、食品関係者は、体験学習等を通じて食事のマナーが

 身に付くよう支援します。

・家庭では、家族が一緒に食事をとり、食の楽しさや基本的な食事のマナーが身につくよ

 う努めます。

みそしるちゃん 

よふかしおに 

はやねちゃん 

 ©やなせたかし／やなせスタジオ

あさごはんまん 

はやおきくん 



指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

１日当たりの食塩摂取量の平均値 9.0g 8.0g未満

１日当たりの野菜摂取量の平均値 274g 350g以上

１日当たりの果物摂取量
（100g未満の県民の割合）

56.6% 45.0%以下

 （１）減塩や野菜摂取量を満たすバランスのとれた食生活の実践

 第２節 健康長寿を実現する食育の推進

◆毎食、野菜料理を食卓に！

（課題）

・食塩の摂取量はやや増加傾向にあり、目標量の8.0g以下よりも1.0g以上多く摂っている

 ことから、更なる減塩対策が必要です。

・野菜の摂取量は、男女とも全ての年代で目標値の350gに達していないため、引き続き

 野菜の摂取を今よりも１日１皿（約70g）以上増やす取組が必要です。

・果物は、１日200gを目安に適量摂取することが生活習慣病の予防に効果的であることを

 啓発する必要があります。

（取組）

・県、市町村、関係機関、団体等の広報誌やホームページ等を通じ、望ましい食生活について

の知識の普及や野菜・果物の適正摂取を推進します。

・県はマスメディア等を活用した啓発に加え、日常生活で身近な量販店・コンビニ等の民間事

業者による官民協働の普及啓発を行います。

・食生活改善推進協議会による地域、量販店等での食育イベントを通じて、健康な食生活の実

践につながる減塩、野菜の摂取量の増加に取り組みます。

・食品関連事業者と連携して減塩プロジェクトなどの普及を図る啓発活動を行います。

・市町村は、住民と直接接する様々な機会をとらえて食育についての普及啓発を行います。

・食生活改善推進協議会による料理教室等では、実践に近い具体的な実習で食育の支援を行い

ます。

・県栄養士会は、栄養ケア・ステーションでの栄養・食生活相談等を実施し、食育を支援しま

す。

・県は、出前講座等を通して県民に健康な食生活の知識や減塩、野菜の摂取等、食育の重要性

を伝えます。
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 （２）生活習慣病の予防と改善

指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

 適正体重を維持している県民の割合
 （肥満（BMI 25以上）の減少）

40～60歳代男性の
肥満者の割合

39.5%

40～60歳代女性の
肥満者の割合

19.1%

40～60歳代男性の
肥満者の割合
35.0%未満

40～60歳代女性の
肥満者の割合
17.0%未満

 適正体重を維持している県民の割合
 （やせ（BMI 18.5未満）の減少）

20歳代女性のやせ
の人の割合

20.0%

20歳代女性のやせ
の人の割合
19.0%未満

 よくかんで食べている県民の割合 77.3% 80%以上

 朝食を食べている県民の割合
  20～30歳代

男性 67.6%
女性 63.2%

85.0%以上

（課題）

・生活習慣病は、身体活動、運動や食事、喫煙、飲酒、ストレスなどの生活習慣が深く関与

しているため、健康的な生活習慣の定着と継続が重要となります。

 また、生活習慣病は症状のないまま進行することが多く、症状を自覚する頃には重症化し

ていることが多くなっています。このため、生活習慣病の早期発見・早期治療に繋げる特

定健診・特定保健指導の実施率向上や治療を中断した場合の医療機関への受診勧奨など、

重症化を予防する取組も必要です。

・働きざかり世代の健康づくりを推進するためには、１日の３分の１以上を過ごす職場（事

業所）への健康づくりの支援が必要です。

・肥満対策には、食べ物をしっかりかんで食べることも必要です。
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(取組）

・県、市町村、医療保険者は、マスメディアやチラシ、健康講座や講演会など様々な媒体

を活用し、特定健診・特定保健指導の受診勧奨に努め、特定健診・特定保健指導の実施

率向上を推進します。

・医療保険者・事業者は、健診結果に基づく保健指導や医療機関への受診勧奨を徹底する

とともに、健診後の未治療のハイリスク者に対する医療機関への受診勧奨の強化に取り

組みます。

・県、市町村は、保健指導の効果が得られるよう保健師や管理栄養士等の保健指導従事者

の人材育成に取り組みます。

・県は、県栄養士会や医療機関等と連携し、外来栄養食事指導推進事業により、糖尿病患

者を管理栄養士不在の診療所等から外来栄養食事指導が実施可能な協力医療機関への紹

介を促進し、病診連携による糖尿病の重症化予防に取り組みます。

・県、市町村は、県栄養士会や食生活改善推進協議会と連携して、よくかんで食べること

や朝食摂取の重要性について啓発活動を行います。

・県は、保険者や事業者等と連携し、「適正体重維持の重要性」に関する啓発や事業所が

 主体的に健康づくりに取り組める環境づくり等、保健行動の定着化による健康づくりに

 取り組みます。

・県は、事業者と連携した減塩プロジェクトを推進し、高血圧予防の観点から減塩や野菜

摂取量の増加を目的に、減塩プロジェクトなどを通じて、適正な食塩摂取やヘルシーメ

ニューへの取組、減塩食品の普及に努めます。

  注：ヘルシーメニューとは、エネルギーや塩分控えめ、野菜たっぷり・食物繊維たっぷりと

いったメニューのことをいいます。
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 （3）健康寿命を延ばす低栄養の予防

◆毎日の食事を楽しもう！

指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

65歳以上低栄養傾向（BMI 20以下）の割合
男性 10.7%
女性 18.4％

男性 10.0%未満
女性 17.0％未満

（課題）

・高齢期になると咀嚼力の低下や消化・吸収率の低下、運動量の低下など筋力や心身の活

力の低下が影響し、食事摂取量の低下が起こりやすくなります。特に独居高齢者の世帯

では食事内容が単調になりやすく、必要な栄養量の確保が困難となり、低栄養につなが

ることも考えられます。

・低栄養予防のためには、食事のバランスを整えることやたんぱく質の確保、噛みごたえ

のある食事を取り入れることが重要です。

・高齢者の栄養課題は個人差が大きく、心身の自立状況に応じた対応が必要となります。

(取組）

・県は、県栄養士会や食生活改善推進協議会等と連携し、低栄養予防レシピの活用などを通

じて、噛むことを意識した食事の摂取や低栄養のリスク予防・改善について啓発活動を行

います。

・県、市町村は、高齢者の見守り体制や地域とのふれあい活動を通して、孤食を防ぐことな

どによって、一人暮らしであっても豊かな食生活を営むよう支援します。

・市町村は、低栄養予防を含めた介護予防や在宅療養支援に関するサービスを通じて、低栄

養予防と栄養状態の改善を推進します。

・県、市町村は、医療機関等で健康診断や定期的な歯科健診の受診を勧め、健康と口腔機能

の維持や改善、知識の習得による食生活の実践力の強化を推進します。

・県や市町村、食に携わる関係機関は、地域や高齢者が集まる場などにおいて、低栄養予防、

介護予防のための食生活に関する研修会などを実施します。
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指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和８年度）*4

むし歯のない３歳児の割合 89.0％*1 92％以上

一人平均むし歯数（永久歯）
 12歳

0.50本*２ 0.5本以下

自分の歯を有する県民の割合        

60歳で24本以上
70.1％*３

80歳で20本以上
56.7％*３ 

60歳で24本以上
80%以上

80歳で20本以上 
60％以上

 （４）豊かな食生活のための歯と口の健康づくり

（取組）

・県は、食育を推進するなかで、噛むことの大切さと望ましい食事等について啓発します。

・県は、むし歯・歯肉炎予防のため、教育委員会と連携し、学校での歯みがき指導に加え、

 デンタルフロス等の歯間部清掃用具を使用した口腔清掃の実施を推進します。

・県は、効果的なむし歯予防法として、保育所、幼稚園、学校へのフッ化物洗口導入及び

 フォローアップに向けた支援を行い、歯科口腔保健に係る児童・生徒の健康格差の縮小

 に努めます。

・県は、高知県歯科医師会、高知県歯科衛生士会と連携し、マスメディア等を活用して、 

 歯周病予防の重要性や定期的な歯科健診受診、全身疾患との関連性等を周知します。

 また、かかりつけの歯科医療機関をもち、定期的に歯科健診を受けることの普及啓発を

 行います。 

・県は、圏域ごとの歯科保健地域連絡会や歯科保健担当者会等で、市町村と連携した歯周

 病予防に関する啓発や成人歯科健診受診率向上の取組を推進します。

・県は、通いの場等でできるオーラルフレイル予防マニュアルを活用した、市町村におけ

 るオーラルフレイル対策への支援を行います。

（課題）

・幼児期から学齢期は、顎や歯列が発達・形成されていくため、歯みがきの習慣化やよく

 噛んで食べることなど、望ましい生活習慣を身につけることが重要です。 

・フッ化物洗口を実施する施設への実施方法等のフォローアップの継続を図るとともに、

 フッ化物洗口未実施施設への導入に向けた取り組みが必要です。

・各市町村で成人歯科健診が受けられる体制は一定整いましたが、県民の受診行動の定着

 には至っていないため、各市町村と連携した対策の検討が必要です。

・通いの場等において、口腔体操に加えて噛みごたえのある食事の重要性について啓発が

 必要です。

*１ 令和４年度３歳児歯科健康診査（高知県）
*２ 令和４年度高知県学校歯科保健調査（高知県歯科医師会）
*３ 令和２年度高知県歯と口の健康づくり実態調査（高知県）をもとに智歯を加味して再集計したもの
*４ 第３期高知県歯と口の健康づくり基本計画による令和８年度の目標値
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 （１）食への感謝や食文化の継承

 第３節 持続可能な食の理解と継承

プロセス指標
（目標達成に向けた経過指標）

現状値
（令和４年度）

プロセス指標値
（令和11年度）

土佐の料理伝承人による郷土料理
伝承講座

３回/年 3回/年

（課題）

・郷土料理について卓越した知識や技術を有した方の高齢化や食文化の多様化により、地

域の行事食や郷土料理を知っている人が少なくなっています。また、冠婚葬祭の仕組み

 の変化や地域行事の減少により、地域内で郷土料理を伝承する場が少なくなっています。

・地域の食材や食文化を理解するうえで、給食に地元の農林水産物や新鮮な旬の食材を活

 用することなどは効果的です。

（取組）

・食生活改善推進協議会や土佐の料理伝承人は、地域の調理師等料理人や関係団体と連携し、

 住民に郷土料理の技術を伝承する取組や地域の食文化の普及啓発を行います。 

・県は、農林水産関係団体などと連携して収穫や調理食品加工などの体験学習などを行うこ

 とにより、県民に生産者や食物に対する感謝の気持ちを醸成させます。

・学校は、体験学習などを通じて食物の生産過程を学び、生産者や食物に対する感謝の心を

 育成します。

・学校は、学校給食や教科・特別活動等での行事食や郷土料理に関する学習を通じて、食文

 化を継承します。

・事業者は、食品残さの有効利用に努めます。
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 （２）環境に配慮した食育の推進

指標
現状値

（令和３年度）
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

県内の食品ロス発生量を現
状より5.2％＊1削減

20,817ｔ＊2 28,764ｔ 18,652ｔ

プロセス指標
（目標達成に向けた経過指標）

現状値
（令和４年度）

プロセス指標値
（令和11年度）

食品ロス問題を認知し、食
品ロス削減に取り組む県民
の割合

90.5％
90％以上

（R7年度）

食べない食品や利用しない
食材等をフードバンク等に
寄付する県民の割合

2.0％ 5.1％以上

＊1 年1.3%削減
＊2 高知県食品ロス削減推進計画策定時の推計値

（課題）
・日常的に食品ロス削減の意識を持ち続けてもらうため、継続的かつ効果的な広報、啓発

が必要です。

・全国と比べて少ないものの、食品ロス削減の取組を何もしていない県民に対して、実際

の行動に移してもらうための取組が欠かせません。

・食品ロス削減にあたっては、必要としない食品や食材等をそのまま廃棄するのではなく

必要としている方に寄附する「フードドライブ」の取組も重要ですが、実際に県内でフ

 ードバンク等の団体に寄附をしている県民の割合は低く、フードバンクやフードドライ

ブの取組周知が必要です。

・天敵昆虫を活用して、農薬の使用を減らすなど、環境に負荷をかけすぎない農業に取り

 組んでいることを、県内消費者にさらに周知していくことが必要です。

（取組）
・県は、家庭から発生する食品ロスの実態を組成調査を実施することで把握します。

・県は、10月の食品ロス削減月間にあわせ、量販店（スーパー、コンビニ等）と連携し、

すぐ食べる食品などは商品棚の手前、期限の近いものから購入する「てまえどり」を呼

 びかけます。

・県は、令和５年度に実施した家庭における食品ロスのモニター調査結果を活用しながら、

食品ロス削減の意義や家庭生活の中ですぐにできる身近な取組、期限表示の正しい理解

 促進など、新聞、タウン誌、出前講座等による広報啓発を行います。

・県は、令和４年度に作成した「フードドライブの手引き」を広く配布し、県内でのフー

ドドライブ活動の周知や実施箇所の増加により、食べない食品等を寄附する県民の割合

 の増加をめざします。

・県は、農産物の販売促進活動の取り組みと併せて、環境保全型農業を広く周知していき

 ます。 -40-



 （３）食の安全・安心の確保

プロセス指標
（目標達成に向けた経過指標）

現状値
（令和４年度）

プロセス指標値
（令和11年度）

消費者を対象とした食品衛生に
関する講習回数

21回
90回以上

（R8年度）

消費者を対象とした食品表示に
関する講習回数

５回
（R２年度）

10回以上
（R8年度）

意見交換会（リスクコミュニ
ケーション）の開催

８回
（R２年度）

５回以上
（R8年度）

出典：第４次高知県食の安全・安心推進計画

（課題）

・近年の食中毒は、全国的にアニサキス、カンピロバクター、ノロウイルスによるものが上位

を占めており、県でも同様の傾向が見られます。

・健全な食生活の実践には、食生活や健康に関する正しい知識を持ち、自ら食を選択していく

ことが必要です。

・食に関する様々な情報の中から適切に選別し、活用する能力として、健康の保持増進のため

に、原材料や栄養成分、品質などの表示から食品を選択することができる力を身につけられ

るよう、子どもの頃から情報提供を行うことが必要です。

・県民がインターネットやマスメディア等から得られる食に関する情報の中には、特定の成分

やリスクに偏った情報や、正確でない情報があり、県民へ正確な情報を広く発信することが

課題となっています。

・食の安心につなげるため、食品に関する正しい知識の普及や関係者間の相互理解が求められ

ます。
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（取組）

・県は、食の安全性確保のため、食品衛生監視指導計画に基づいて、食品等事業者に対する監

 視指導及び流通食品の検査を行います。

・県は、食中毒や異物混入による事故などを防ぐため、食品関連事業者に対して、食品衛生法

 に基づく「HACCPに沿った衛生管理」の実施について指導・助言を行います。

・県は、食中毒予防等の食品衛生に関することや食品表示の利活用について、講習会等による

 情報提供や、ホームページやSNS等を用いた情報発信を行います。 

・県は、食の安全性確保に関する情報について、ホームページやSNS等による情報提供を行い

 ます。 

・県は、生産者、事業者、消費者、行政の取組について、意見交換会によるリスクコミュニ

 ケーションを行い、相互理解を進めます。 

・食品関連事業者は、「HACCPに沿った衛生管理」の実施等により食品の衛生管理に努め、

 食に関する様々な情報を提供します。



 （４）地産地消の推進

◆地域の食材、高知の味！

指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

学校給食における地場産物
を使用する割合（金額ベー
ス）

53.7% 60%

直販所売上高
102億円

（R３年度）
109億円

（課題）

・学校給食に地場産物を活用する取組は、生産者の高齢化や数量、流通経路の確保が難し

いなど、地域によって様々な課題があります。このため、生産者、流通関係者、学校給

食関係者、行政等の連携を強化し、学校給食における地域の食材の安定的な生産・供給

体制を構築する必要があります。また、限られた予算の中で実施する学校給食では、地

産外商や食材のブランド化等により単価が高くなることや、食材が地域で流通しない等

により、活用が進みにくい現状があります。

・食や「農産物」「水産物」への関わりとして、農林漁業体験や加工や流通、販売の見学、

体験等を通じて地産地消の意識の浸透を図るとともに、食へ積極的に関わることが望ま

れます。
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(取組）

・県は、学校給食において地域の食材が安定的に使用できる体制づくりを関係課と連携し

て支援します。

・県は、学校給食に地場産物の活用を推進し、学校給食を生きた教材として、地場産物や

郷土料理への理解を深める食育に取り組みます。

・県は、漁業指導所による漁業に関する講義や、調理実習等の普及啓発を行います。

・県は、漁業士会や漁協女性部等と連携し、鰹の藁焼き体験、一本釣り模擬体験等を行っ

たり、魚のさばき方の学習、またそれらの地場産物を使用した郷土料理作りや実食を行

います。

・農業関係団体等は、各地域で収穫体験を行ったり、農業に関する講義、学習、調理実習

など行い、地場産物を活用した食育を実践します。

・県は、農業関係団体等と連携し、地元産農畜産物の普及、食の大切さについての啓発を

行います。また食農教育を推進します。

・県は、農林水産業者と連携し、直販所等における地元の食材の流通拡大を図ります。

・県は、農林水産業者と連携し、地産地消をさらに拡大するため、直販所経営力向上と安

全・安心の推進に取り組みます。

地産地消の取組は、この旗が目印です。
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 （５）災害時の栄養・食生活支援の取組

指標
現状値

（令和５年度）
目標値

（令和11年度）

南海トラフ地震時栄養・食生活支援
活動ガイドラインVer.2に基づく市町
村災害時保健活動マニュアルの策定
状況

５市町村 34市町村

（課題）

・近い将来必ず起こるとされている南海トラフ地震等大規模災害発生に備え、日頃から災

害時の食について備え、非常時にも対応できる力を身につけておくことが必要です。災

害時に備えて非常食を用意している県民の割合は増加していますが、引き続き県民の災

 害時の食への意識を高める必要があります。

・東日本大震災や熊本地震で明らかとなった、水分摂取の我慢による便秘や配食の弁当な

ど食べ慣れない食事による栄養の偏り、アレルギーをもつ住民の対応や高齢者など軟ら

 かい食事が必要な者に対する支援などを強化していく必要があります。

・県では、令和３年3月に「高知県南海トラフ地震時栄養・食生活支援活動ガイドライン

Ver.２」を作成し、「高知県南海地震時保健活動ガイドライン」の各論として位置づけ、

 保健活動と連携した栄養・食生活支援体制を構築する必要があります。

（取組）

・県、市町村は、災害時に備えた家庭での非常用食料の備蓄の必要性を啓発します。

・県と食生活改善推進協議会は、研修や健康教育の場を活用し、災害食のメニューや調理

 技術を普及します。

・県、市町村は、避難所における栄養・食生活支援体制等に関する正しい知識について、

避難所運営マニュアルの整備や炊き出し訓練時等を活用して普及啓発を行います。

・市町村は、｢市町村南海トラフ地震時保健活動マニュアル」の中に「災害時栄養・食生

活支援活動マニュアル」として「栄養・食生活｣に関する対策を盛り込み、災害時に対

 する備えを強化します。

・県と県栄養士会は、「大規模災害時における栄養・食生活支援活動に関する協定書」に

 基づき、災害時において必要があれば、栄養支援チームの応援の要請を行います。

・県と県栄養士会は、栄養支援チームの派遣等に関するマニュアルに基づき、南海トラフ

地震発生時に備え、平常時からの情報伝達等の整備や栄養・食生活支援時の支援体制の

 強化を図ります。

・県は、行政栄養士に向けた災害時における栄養・食生活支援に係る人材育成を行います。
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 （１）食育に関する人材育成

 第４節 食を育む環境づくり

指標
現状値

(令和５年度）
目標値

（令和11年度）

食生活改善推進員の数 1,336人 1,300人維持

（課題）

・食生活改善推進員数は、高齢化による退会や、新規登録者の不足により減少傾向にあり

ます。

・栄養教諭、学校栄養職員のそれぞれの課題に対応した、実践に生かせる専門的な内容を

検討し、研修を行っていく必要があります。

・管理栄養士・栄養士、調理師は、それぞれが所属する団体等において、食育指導者とな

る人材の養成を図る必要があります。

・食品関係事業者、農林水産業者等の関係者は、生産から販売まで食材・食品の製造、流

通販売等に携わることで、食に関する情報の共有や相互理解の促進を図る必要がありま

す。

・保護者は、子どもの食生活習慣に関わりが深く、自ら食育を実践し、子どもに規則正し

い生活習慣を身につけることが必要です。

・大学生など若い世代の方に、食に関する地域活動やボランティア活動などへ積極的に参

加してもらい、さらに継続して食に関心をもってもらうことが必要です。

・県民や家庭、学校、地域で食育活動を推進するためには、食育に関わる様々な関係者が

連携し、継続的な活動ができる推進体制が必要です。

・市町村栄養士については、ひとり配置が多く、非常勤採用や未配置の町村もあるなど、

職場での人材育成が進めにくい状況にあります。

出典：高知県食生活改善推進協議会総会資料

（グラフ53）高知県食生活改善推進員数の推移
（人）
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（取組）

・県、市町村は、地域で活動する食生活改善推進協議会等の食に関するボランティア団体な

どを養成・育成し、住民への食育活動を推進します。

・県、市町村は、食生活改善推進員の養成方法や研修のあり方について検討していきます。

・食生活改善推進協議会は、会員の活動に関心をもち魅力を感じられる取組や研修を開催し

ます。

・県は、校内外において専門性を生かし、食育の中核となる栄養教諭や学校栄養職員を育成

するとともに、教職員・家庭・地域・関係機関等と連携して食育を推進します。

・県は、栄養教諭や学校栄養職員の専門性やコーディネート力を高める研修を行います。

・調理師養成施設等においては、食育指導者となる人材を育成し、食育活動を支援します。

・県栄養士会は、管理栄養士、栄養士の専門的な知識を高める研修等を行い、専門性を生か

し活躍する人材の育成を支援します。

・県は、調理師団体、調理業界へ情報提供を行い、食育活動の推進と食育に関した取組を進

めます。

・県は、生産者、事業者、販売者の食育活動に関する情報提供を行い、連携した取組で食育

を推進します。

・県は、市町村、福祉保健所等行政栄養士の人材育成ガイドラインに基づき、体系的な人材

育成を進めていきます。



 （２）企業や関係団体などとの連携

プロセス指標
（目標達成に向けた経過指標）

現状値
（令和４年度）

プロセス指標値
（令和11年度）

減塩プロジェクト参加企業数 35社 40社

（課題）

・企業や関係団体などとの連携・協働による食育の推進と、県民への周知を行う必要があ

ります。

（取組）

・県は、引き続き官民が連携した地産地消の推進により高知の食を意識し、高知の食に興

味を持ってもらう取組を進めます。

・県は、減塩プロジェクトの推進により、量販店等と連携した取組で、減塩及び食育の啓

発を図ります。  

・県は、農林業関係団体及び水産業関係団体との連携を図っていきます。

・県は、引き続き量販店等と連携した取組を推進し、「食」に関する情報を広く県民に発

信していきます。

・県は、保険者や事業者等と連携し、「適正体重維持の重要性」に関する啓発や事業所が

 主体的に健康づくりに取り組める環境づくり等、保健行動の定着化による健康づくりに

   取り組みます（再揭）。

知家高
県内の量販店などの協力を得て、県民の皆様が減塩に
取り組んでもらうきっかけづくりとして、減塩商品の
紹介、減塩料理の提案などを行っています。
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 （３）県民運動の推進

指標
現状値

（令和４年度）
目標値

（令和11年度）

食育に関心を持っている
県民の割合

58.9%
(全国 79.6％）

全国平均値以上

プロセス指標
（目標達成に向けた経過指標）

現状値
（令和４年度）

プロセス指標値
（令和11年度）

食育月間の取組 70回 70回

食育の日の取組 12回 15回

やさいの日の取組 10回 10回

（課題）

・食育に関心を持っている県民の割合は58.9%と低く、目標達成に向けた官民協働の取組

が必要です。

・食育を県民運動としていくために、引き続き「食育の日（毎月19日） 」「食育月間（6

月） 」「やさいの日（８月31日） 」等の取組を増やしていく必要があります。

(取組）

・県は、「食育の日（毎月19日）」｢食育月間（6月）」「やさいの日（８月31日）」「栄

養の日（８月４日）」「栄養週間（８月1日～８月７日）」「愛菜の日（１月31日）」等

の取組を関係団体と連携して県民に周知し、イベントを開催するなどの普及啓発を行いま

す。

・県は、「早ね早おき朝ごはん｣プラス「運動」プラス「読書」の取組を推進します。

・県は、地産地消を推進し、地域の食材や特産品等の利用を促進します。

・食品関連事業者はイベントの開催などを通じて食育に関する取組を進めます。
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 （４）デジタル化への対応

指標
現状値

（令和５年10月末）
目標値

（令和11年度）

１日１回以上健康パスポートア
プリを利用している人数（月平
均人数）

14,411人 23,000人

（課題）
・県民や食に関わる関係者にインターネット等を通した食育に関する情報等の収集、視聴

 活用について周知し、デジタル技術を活用した食育の実践の充実が必要です。

・健康パスポートアプリをダウンロードし、健康づくりの取り組みに踏み出した県民は増

 えていますが、健康的な行動の定着化の指標であるアクティブユーザー率を増やしてい

 く必要があります。

・健康パスポートアプリの情報発信機能を活用できるよう、食に関する内容の充実が必要

です。

(取組）
 ・県は、教育委員会と連携し、子どもの頃からの健康的な生活習慣が身につけられるよう、

  小・中・高校生の授業でデジタル化した健康教育副読本を活用した健康教育の取り組みを

    推進します。

 ・県は、食生活改善推進協議会が健康教育で使用する教材を一部デジタル化し、ホームペー

    ジに掲載することで、幅広い活用を促します。

 ・県は、食に関する啓発資材（減塩、朝食摂取、オーラルフレイル予防など）をホームペー

    ジに掲載し、食育に関する情報発信を行います。

 ・県は、健康パスポートアプリを活用し、個人の健康づくりを支援するとともに、市町村や

県内事業所ごとのアプリ運用を推進し、健康的な行動の定着化が図れる環境づくりを推進

します。

 ・県は、健康パスポートアプリの情報発信機能の充実を図ります。
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 （１）行政、教育機関、保健医療福祉、生産販売等が連携した 
    食育の推進

（課題）

・情報共有等、関係機関との連携が十分ではなく、県全体がひとつとなった食育の推進が

できていない状況があります。

・食育の推進のために関係機関と連携したい場合に、関係団体との連絡手段や連携の方法

がすぐに分からない状況があります。

・県民一人ひとりが自らのこととして食育の実践を継続していくために、関係機関、団体

等と連携をとりながら食育の推進を強化する必要があります。

 第５節 多様な関係者の連携・協働の強化

（取組）

・市町村は、食生活改善推進協議会や食育関係団体等と連携し、食に関する正しい知識を

普及啓発します。

・市町村は、教育機関等と連携し、子どもの基本的な生活習慣の定着に向けた取組を推進

します。

・食品関連事業者は、農林水産業者と連携して地場産物の活用等食に関する取組を推進し

ます。

・県は、高知県食育連携推進協議会において、食育推進計画の進捗管理及び食育の推進に

関する協議等を行い、県民の食育の推進を図ります。

・県は、教育機関や農林水産業者等と連携し、小・中学校や福祉施設等での調理・体験学

習会開催の支援を行います。

・県は、基本的生活習慣に関するパンフレット活用の推進と、保育所・幼稚園等での保護

者への研修を通して、乳幼児期からの基本的な生活習慣の形成が重要であることを啓発

します。

・県は、企業や関係団体と連携した食育の出前授業等を開催し、食育の重要性を啓発しま

す。

・県は、関係機関に積極的に働きかけ、情報収集・提供・共有を行うとともに、食育推進

のネットワークの強化を行いそれぞれの特性を生かした取組を推進します。

・県は、教育機関と連携し、児童生徒へ食品ロスに関する指導を行い、食育を通じた食品

ロス削減意識の醸成を図ります。
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 （２）あらゆる場での積極的な食育に関する情報発信

（課題）

・子どもから高齢者まで、県民一人ひとりが食育の必要性を理解し実践するためには、わ

かりやすい情報をあらゆる場において提供することが重要です。県では、各関係機関や

団体等がそれぞれの地域や所属等において、食育に関する情報提供や普及啓発活動を

行っていますが、更に関係機関が取組情報を共有し、県民へ周知するなど、食育に関す

 る情報を広く提供する必要があります。

・郷土料理等に興味のある方や地域特産の野菜や果物に興味のある方が多くいますが、食

文化を継承する場が限られており、知識を習得したり実践する場が少ないことの課題が

 あります。

・消費者の食の安心が求められており、そのためには、科学的根拠に基づく情報を収集し、

 わかりやすく提供することが必要です。 

（取組）

・食生活改善推進協議会は、事業を通して調理の実践や食に関する情報を地域住民に伝え

 ます。

・食品関連事業者は、消費者に対して食に関する情報を提供します。

・市町村は、広報誌や健康づくり、食に関するイベント等様々な活動を通して地域住民に

 情報提供や普及啓発活動を行います。

・県は、食を通じた健康づくり、農林漁業体験、食文化等の食育に関する様々な情報を県

 民にわかりやすく伝えます。

・県は、いつでも情報が入手しやすいように、ホームページへの掲載及び内容の更新など、

 食育に関する情報を充実させます。

・県は、食品販売店や飲食店などで、食に関する情報を積極的に発信することにより、身

 近なところから食育への関心を高めていきます。

・県は、地元で営まれている漁業や漁獲物に関する授業を行い、漁業や水産物への関心や

 知識の向上を図っていきます。

・県は、地元の漁獲物を用いた料理教室を通じ、魚の美味しさや正しい調理方法を知って

 もらい、魚食への関心を高めていく活動を行います。

・農業関係団体は、農産物に関する授業や調理実習の場などで、地域の特産物に関する情

 報や知識を高めていく活動を行います。

・県は、農業関係団体と連携した食農教育の推進により、農業や農産物への関心・知識の

 向上を図っていきます。

・県は、高知県内の郷土料理のパンフレットの作成・配布を行います。

・県は、高知県内の直販所を網羅した直販所マップの作成・配布を行います。

・県は、食育や学校給食に関する情報の提供をホームページ等を活用して行い、学校や地

 域での食育の推進、学校給食の充実を支援します。

・県は、学校給食における地場産物の活用を進めるために取組事例の紹介などを研修会等

 で行い、学校給食において地域の食材が安定的に使用できる体制づくりを支援します。

・県は、食品の安全性に関する科学的な情報を収集し、関係団体を通じて県民にわかりや

 すく提供していきます。



第５章 食育推進の評価指標

 第１節 評価指標の考え方

 国の第４次食育推進基本計画と高知県健康増進計画「よさこい健康プラン21」、高知

県食の安全・安心推進計画などと整合性を図り、指標を作成しました。

 第４期計画では、実践に向けた施策を展開していくために、県、市町村、食に関わる

様々な団体が連携し、目標の達成を目指して協力していきます。

 地域の実態や特性などを理解し、食育への取組のプロセスや県民の声なども大切にし、

目標値の達成のみを追い求めることのないよう留意します。
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 第２節 食育の推進にあたっての指標

№ 目標項目
策定時 目標値

出典
令和４年度 令和11年度

１

   朝食を毎日食べる児童生徒の割合    

全国体力・運動能力、
運動習慣等調査
（保健体育課）

  小学5年生

 男子  81.6％

 （全国   82.3%）

 女子  80.4％

 （全国  81.1%）

全国平均値以上

  中学2年生

 男子  78.3％

 （全国  80.0%）

 女子  72.1％

  (全国  73.4%）

全国平均値以上

  高校2年生
 男子  75.0％

 女子  76.0％
80％以上

高知県体力・運動能
力、生活実態等調査

（保健体育課）

２  １日当たりの食塩摂取量の平均値 9.0g 8.0g未満

県民健康・栄養調査
（保健政策課）３  １日当たりの野菜摂取量の平均値 274g 350g以上

４
 １日当たりの果物摂取量
 （100g未満の県民の割合）

56.6% 45.0%以下

５
   適正体重を維持している県民の割合
 （肥満（BMI 25以上）、
  やせ（BMI 18.5未満）の減少）

40～60歳代男性の
肥満者の割合

39.5%

40～60歳代女性の
肥満者の割合

19.1%

20歳代女性のやせ
の人の割合

20.0%

40～60歳代男性の
肥満者の割合
35.0%未満

40～60歳代女性の
肥満者の割合
17.0%未満

20歳代女性のやせ
の人の割合
19.0%未満

県民健康・栄養調査
（保健政策課）

６    よくかんで食べている県民の割合 77.3% 80%以上
県民健康・栄養調査

（保健政策課）

7  朝食を食べている県民の割合
  20～30歳代

男性 67.6%
女性 63.2%

85.0%以上
県民健康・栄養調査

（保健政策課）

8
   65歳以上低栄養傾向
 （BMI20以下）の割合

男性 10.7%
女性 18.4％

男性10.0%未満
女性17.0％未満

県民健康・栄養調査
（保健政策課）
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№ 目標項目 策定時 目標値 出典
令和4年度 令和11年度

９    むし歯のない３歳児の割合 89.0％
92％以上

（R８年度）
３歳児歯科健康診査

（高知県）

10
   一人平均むし歯数（永久歯）
   12歳  

0.50本
0.5本以下

（R８年度）
学校歯科保健調査

（高知県歯科医師会）

11

   自分の歯を有する県民の割合 

   60歳で24本以上
              
   80歳で20本以上

70.1％
（R２年度）

80％以上
（R８年度） 高知県歯と口の

健康づくり実態調査
（高知県）56.7％

（R２年度）
60％以上

（R８年度）

12
   県内の食品ロス発生量を現状より 
   5.2％削減（年1.3%削減）

20,817ｔ
(Ｒ３年度）

18,652ｔ 県民生活課調べ

13
 学校給食における地場産物を使用する
 割合（金額ベース）

53.7% 60%
学校給食栄養報告

（週報）
（文部科学省）

14    直販所売上高
102億円

（R３年度）
109億円

農産物マーケティング
戦略課調べ

15
 南海トラフ地震時栄養・食生活支援活
   動ガイドラインVer.2に基づく市町村
 災害時保健活動マニュアルの策定状況

5市町村
（R５年度）

34市町村 保健政策課調べ

16    食生活改善推進員の数
1,336人

（R５年度）
1,300人維持 保健政策課調べ

17  食育に関心を持っている県民の割合
58.9%

(全国 79.6％）
全国平均値以上

県民健康・栄養調査
（保健政策課）

18  １日１回以上健康パスポートアプリを
 利用している人数（月平均人数）

14,411人
（R５年10月末）

23,000人 保健政策課調べ
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№
プロセス指標

（目標達成に向けた経過指標）
策定時

令和４年度
プロセス指標値

令和11年度
出典

１
 ３歳児保護者に対して基本的生活習
 慣の学習会を実施した保育所・幼稚
 園等の割合

35.4%
80％

（R9年度）
幼保支援課調べ

２
 生活リズムチェックカードを活用し 
 た生活点検の取組への参加園・校の
 割合

61.9%
（301園・校）

75% 生涯学習課調べ

３
 食に関する指導の年間計画（各学
 年）を作成している学校の割合
 （小学校・中学校）

99% 100%
食に関する指導
実施状況調査

（保健体育課）

４
 食生活改善推進協議会が重点校で食
 育講座を実施した割合

37.5％
（R５年度）

100％ 保健政策課調べ

５
 土佐の料理伝承人による郷土料理伝
 承講座

３回/年 ３回/年
農産物マーケティング

戦略課調べ

６
 食品ロス問題を認知し、食品ロス削 
 減に取り組む県民の割合

90.5％
90％以上

（R７年度）
令和４年度

県民世論調査

７
 食べない食品や利用しない食材等を
 フードバンク等に寄付する県民の割 
 合

2.0％ 5.1％以上
令和４年度

県民世論調査

８
 消費者を対象とした食品衛生に関す
 る講習回数

21回
90回以上

（R８年度）
第４次高知県食の安
全・安心推進計画

９
 消費者を対象とした食品表示に関す
 る講習回数

５回
（R２年度）

10回以上
（R８年度）

第４次高知県食の安
全・安心推進計画

10  意見交換会（リスクコミュニケー
 ション）の開催

８回
（R２年度）

５回以上
（R８年度）

第４次高知県食の安
全・安心推進計画

11  減塩プロジェクト参加企業数 35社 40社 保健政策課調べ

12  食育月間の取組 70回 70回 保健政策課調べ

13  食育の日の取組 12回 15回 保健政策課調べ

14  やさいの日の取組 10回 10回 保健政策課調べ

【プロセス指標】



第６章 計画の推進方法

 第１節 計画の推進体制
 消費者、生産者・事業者、地域食育活動関係者、教育・学校関係者、学識経験者から

構成する「高知県食育連携推進協議会」において、計画の進捗状況の把握や評価を行い

ます。

 庁内の関係部局は、担当者会において食育関連事業の進捗状況などを把握し、連携し

た取組を進めます。

 また、市町村における食育推進計画の策定及び推進に向けて福祉保健所と連携し、地

域の特性を生かした食育を推進します。

 第２節 関係者の役割
 食育推進計画の実現に向け、県民一人ひとり、関係団体、市町村など様々な実施主体

がそれぞれの役割と責務を担い、「食を通じて豊かな人間性を育み、健全な食生活を営

む力を養う高知家」を目指します。

団体名 役割

県民  生涯にわたり健全な食生活が実践できるよう、一人ひとり

の自覚のもとに、食に関する正しい知識と選択できる力を養

い、規則正しい健康的な食生活の実践に努めます。

 家庭は、基礎的な食に関する知識の習得や食の実践力の獲

得、食の楽しさや食事のマナーを身につける場であることか

ら、楽しく食卓を囲み、食事づくりに参加し、家族と地域と

の交流を持ちながら食育活動に取り組みます。

教育関係者  保育所・幼稚園等及び学校においては、子どもの食育の重

要性を認識し、食育推進体制の整備や関係職員の意識の向上

に努めるとともに、子どもの食育の推進と保護者などに対す

る食育の大切さの積極的な普及・啓発に努めます。給食や食

事の時間を通じて、子どもたちの食に関する正しい理解と望

ましい食習慣や社会性を養います。

ＰＴＡ  子どもの規則正しい生活習慣の確立と食育の推進に努めま

す。

食生活改善推進協議

会、土佐の料理伝承

人、消費者団体・Ｎ

ＰＯなど

 それぞれの組織の目的や役割に応じて、調理方法や食文化

の継承など豊富な知識と経験を生かし、食育講座や研修会の

開催など地域の食育を担う団体として活動します。活動にあ

たっては、地域住民と行政をつなぐ役割を努めます。

栄養士会  食生活や栄養の専門職として、生活習慣病の予防や重症化

予防、低栄養などの栄養・食生活相談等を実施し、ライフス

テージに応じた食育を推進します。
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団体名 役割

調理師団体  食に関する意識の普及・啓発、専門的な指導を行うことで食

育を推進します。

保健・医療関係者  乳幼児から高齢者まで個人にあったアドバイスを行い、多面

的な食育活動を通じて健康づくりを支援します。

農林水産業者  農林水産業に関する多様な体験の機会を積極的に提供し、自

然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性について、教育関係

者をはじめとする関係団体と連携して情報提供するなど食育の

推進に努めます。また、安全な食品の提供に努めます。

食品関連事業者  食品の製造・加工・流通・販売を行う事業者や飲食店及び関

係団体は、食の安全や安心、県民の健全な食生活の実践に大き

な影響を持つことから、自主的かつ積極的に食品加工施設の見

学会など学べる場の提供や、生産情報の提供、健康づくりや生

活習慣病予防のためのメニューの提供など、食環境の整備に努

めます。

医療保険者・事業者  被保険者（従業員）などに対し、健康診断結果などに基づく

生活習慣病予防のための食生活の改善を図ります。また、「共

食」など家庭における食育の推進に努めます。

市町村  食育は地域に根差ざした活動が重要であることから、市町村

は食育推進計画を策定し、学校や保育所、地域などと一体と

なって食育を推進します。

 地域の活動の核となる人材の育成と活動の支援に努めるとと

もに、地域の食育関連団体やＮＰＯ、住民などと連携し、生産

体験や生産者との交流など食に関する様々な情報を地域に発信

します。

県  食育を総合的に推進するため、市町村や関係団体などと連携

して、食育を推進する機運の醸成を図り、県民運動として展開

します。

 ライフステージに応じた幅広い食に関する情報を提供し、食

育への関心を拡げます。

 食育を推進するための学習の機会の提供や人材の育成に努め

ます。
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(参考資料１）

 高知県食育連携推進協議会の開催の経過と内容

 この計画は、高知県食育連携推進協議会の審議を踏まえて策定しました。

第1回

（R５.7.５）

・第３期高知県食育推進計画の達成状況について
・第４期高知県食育推進計画の基本方針と骨子（案）の検討

第２回

（R5.11.22）

・第４期高知県食育推進計画（素案）について
・策定までの今後のスケジュールについて

第３回

（R6.１.19）

・第４期高知県食育推進計画（案）について
・高知県食育推進計画の推進に関する令和５年度の取組及び
 令和６年度の取組（案）について

R６.１.～R６.２. パブリックコメント募集

○高知県食育連携推進協議会

(参考資料２）

 高知県食育連携推進協議会の委員名簿                  令和５年４月１日現在

分野 所属・職名 氏名

消費者 所属なし 南 まりな

生産者

・

事業者

生産者 高知県農村女性リーダーネットワーク  窪田 理佳

流通事業者
ＪＡ高知県 総括本部 組織人事部

部長
窪田 廉

販売者
株式会社サニーマート 

営業企画部 CR 
有光 みちよ

地域食育活動関係者

高知県食生活改善推進協議会 会長 津野 美也

NPO法人地域サポートの会さわやか高知 

理事長
三谷 英子

公益社団法人 高知県栄養士会 会長 新谷 美智

教育・学校関係者

高知県市町村教育委員会連合会 

事務局長
江村 良顕

高知県学校栄養士会 会長 掛水 和美

高知県保幼小中高PTA連合体連絡協議会 

監事
齊藤 雄也

高知県保育士会 理事 徳平 志保

学識経験者 高知県立大学健康栄養学部 教授 近藤 美樹
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(参考資料３）

 食育推進に関する県の窓口                        令和６年３月末現在

組織名 電話・ＦＡＸ 電子メール

健康政策部

保健政策課

電 話：088-823-9648

ＦＡＸ：088-823-9137
131601@ken.pref.kochi.lg.jp

健康政策部

薬務衛生課

電話：088-823-9672

ＦＡＸ：088-823-9264
131901@ken.pref.kochi.lg.jp

文化生活スポーツ部

県民生活課

電話：088-823-9653

ＦＡＸ：088-823-9319
141601@ken.pref.kochi.lg.jp

農業振興部

農産物マーケティン

グ戦略課

電話：088-821-4537

ＦＡＸ：088-873-5162
160701@ken.pref.kochi.lg.jp

水産振興部

水産業振興課

電話：088-821-4829

ＦＡＸ：088-821-4528
040401@ken.pref.kochi.lg.jp

教育委員会

幼保支援課

電話：088-821-4889

ＦＡＸ：088-821-4774
311601@ken.pref.kochi.lg.jp

教育委員会

生涯学習課

電話：088-821-4911

ＦＡＸ：088-821-4505
310401@ken.pref.kochi.lg.jp

教育委員会

保健体育課

電話：088-821-4928

ＦＡＸ：088-821-4849
310501@ken.pref.kochi.lg.jp

-59-



(参考資料４）
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食育基本法
（平成十七年六月十七日法律第六十三号）

最終改正：平成二十七年九月十一日法律第六十六号

目次  前文

    第一章 総則（第一条―第十五条）

    第二章 食育推進金計画等（第十六条―第十八条）

    第三章 基本的施策（第十九条―第二十五条）

    第四章 食育推進会議等（第二十六条―第三十三条）

    附則

 二十一世紀における我が国の発展のためには、子どもたちが健全な心と身体を培い、未来や

国際社会に向かって羽ばたくことができるようにするとともに、すべての国民が心身の健康を

確保し、生涯にわたって生き生きと暮らすことができるようにすることが大切である。

 子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、何よりも

「食」が重要である。今、改めて、食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育

の基礎となるべきものと位置付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と

「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食育を推進

することが求められている。もとより、食育はあらゆる世代の国民に必要なものであるが、子

どもたちに対する食育は、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって

健全な心と身体を培い豊かな人間性をはぐくんでいく基礎となるものである。

 一方、社会経済情勢がめまぐるしく変化し、日々忙しい生活を送る中で、人々は、毎日の

「食」の大切さを忘れがちである。国民の食生活においては、栄養の偏り、不規則な食事、肥

満や生活習慣病の増加、過度の痩 (そう)身志向などの問題に加え、新たな「食」の安全上の問

題や、「食」の海外への依存の問題が生じており、「食」に関する情報が社会に氾 (はん)濫す

る中で、人々は、食生活の改善の面からも、「食」の安全の確保の面からも、自ら「食」のあ

り方を学ぶことが求められている。また、豊かな緑と水に恵まれた自然の下で先人からはぐく

まれてきた、地域の多様性と豊かな味覚や文化の香りあふれる日本の「食」が失われる危機に

ある。

 こうした「食」をめぐる環境の変化の中で、国民の「食」に関する考え方を育て、健全な食

生活を実現することが求められるとともに、都市と農山漁村の共生・対流を進め、「食」に関

する消費者と生産者との信頼関係を構築して、地域社会の活性化、豊かな食文化の継承及び発

展、環境と調和のとれた食料の生産及び消費の推進並びに食料自給率の向上に寄与することが

期待されている。

 国民一人一人が「食」について改めて意識を高め、自然の恩恵や「食」に関わる人々の様々

な活動への感謝の念や理解を深めつつ、「食」に関して信頼できる情報に基づく適切な判断を

行う能力を身に付けることによって、心身の健康を増進する健全な食生活を実践するために、

今こそ、家庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運動として、食育の推進に取り組んでい

くことが、我々に課せられている課題である。さらに、食育の推進に関する我が国の取組が、

海外との交流等を通じて食育に関して国際的に貢献することにつながることも期待される。

 ここに、食育について、基本理念を明らかにしてその方向性を示し、国、地方公共団体及び

国民の食育の推進に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。
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第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯

にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要

な課題となっていることにかんがみ、食育に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団

体等の責務を明らかにするとともに、食育に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康

で文化的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的とする。

（国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成）

第二条 食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健全な食生活を実現す

ることにより、国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資することを旨として、行わ

れなければならない。

（食に関する感謝の念と理解）

第三条 食育の推進に当たっては、国民の食生活が、自然の恩恵の上に成り立っており、

また、食に関わる人々の様々な活動に支えられていることについて、感謝の念や理解が深

まるよう配慮されなければならない。

（食育推進運動の展開）

第四条 食育を推進するための活動は、国民、民間団体等の自発的意思を尊重し、地域の

特性に配慮し、地域住民その他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るものとす

るとともに、その連携を図りつつ、あまねく全国において展開されなければならない。

（子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割）

第五条 食育は、父母その他の保護者にあっては、家庭が食育において重要な役割を有し

ていることを認識するとともに、子どもの教育、保育等を行う者にあっては、教育、保育

等における食育の重要性を十分自覚し、積極的に子どもの食育の推進に関する活動に取り

組むこととなるよう、行われなければならない。

（食に関する体験活動と食育推進活動の実践）

第六条 食育は、広く国民が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる

場所を利用して、食料の生産から消費等に至るまでの食に関する様々な体験活動を行うと

ともに、自ら食育の推進のための活動を実践することにより、食に関する理解を深めるこ

とを旨として、行われなければならない。

（伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配意及び農山漁村の活性化と食料自給率の

向上への貢献）

第七条 食育は、我が国の伝統のある優れた食文化、地域の特性を生かした食生活、環境

と調和のとれた食料の生産とその消費等に配意し、我が国の食料の需要及び供給の状況に

ついての国民の理解を深めるとともに、食料の生産者と消費者との交流等を図ることによ

り、農山漁村の活性化と我が国の食料自給率の向上に資するよう、推進されなければなら

ない。



（食品の安全性の確保等における食育の役割）

第八条 食育は、食品の安全性が確保され安心して消費できることが健全な食生活の基礎で

あることにかんがみ、食品の安全性をはじめとする食に関する幅広い情報の提供及びこれに

ついての意見交換が、食に関する知識と理解を深め、国民の適切な食生活の実践に資するこ

とを旨として、国際的な連携を図りつつ積極的に行われなければならない。

（国の責務）

第九条 国は、第二条から前条までに定める食育に関する基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責

務を有する。

（地方公共団体の責務）

第十条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、食育の推進に関し、国との連携を図りつつ、

その地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務）

第十一条 教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」とい

う。）に関する職務に従事する者並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以下「教育

関係者等」という。）は、食に関する関心及び理解の増進に果たすべき重要な役割にかんが

み、基本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利用して、積極的に食育を推進す

るよう努めるとともに、他の者の行う食育の推進に関する活動に協力するよう努めるものと

する。

２ 農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下「農林漁業者等」という。）は、農林漁業

に関する体験活動等が食に関する国民の関心及び理解を増進する上で重要な意義を有するこ

とにかんがみ、基本理念にのっとり、農林漁業に関する多様な体験の機会を積極的に提供し、

自然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性について、国民の理解が深まるよう努めるとと

もに、教育関係者等と相互に連携して食育の推進に関する活動を行うよう努めるものとする。

（食品関連事業者等の責務）

第十二条 食品の製造、加工、流通、販売又は食事の提供を行う事業者及びその組織する団

体（以下「食品関連事業者等」という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、

自主的かつ積極的に食育の推進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する食育

の推進に関する施策その他の食育の推進に関する活動に協力するよう努めるものとする。

（国民の責務）

第十三条 国民は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本

理念にのっとり、生涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、食育の推進に寄

与するよう努めるものとする。

（法制上の措置等）

第十四条 政府は、食育の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。
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（年次報告）

第十五条 政府は、毎年、国会に、政府が食育の推進に関して講じた施策に関する報告書

を提出しなければならない。

第二章 食育推進基本計画等

（食育推進基本計画）

第十六条 食育推進会議は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、食育推進基本計画を作成するものとする。

２ 食育推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 食育の推進に関する施策についての基本的な方針

二 食育の推進の目標に関する事項

三 国民等の行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項

四 前三号に掲げるもののほか、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項

３ 食育推進会議は、第一項の規定により食育推進基本計画を作成したときは、速やかに

これを農林水産大臣に報告し、及び関係行政機関の長に通知するとともに、その要旨を公

表しなければならない。

４ 前項の規定は、食育推進基本計画の変更について準用する。

（都道府県食育推進計画）

第十七条 都道府県は、食育推進基本計画を基本として、当該都道府県の区域内における

食育の推進に関する施策についての計画（以下「都道府県食育推進計画」という。）を作

成するよう努めなければならない。

２ 都道府県（都道府県食育推進会議が置かれている都道府県にあっては、都道府県食育

推進会議）は、都道府県食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要

旨を公表しなければならない。

（市町村食育推進計画）

第十八条 市町村は、食育推進基本計画（都道府県食育推進計画が作成されているときは、

食育推進基本計画及び都道府県食育推進計画）を基本として、当該市町村の区域内におけ

る食育の推進に関する施策についての計画（以下「市町村食育推進計画」という。）を作

成するよう努めなければならない。

２ 市町村（市町村食育推進会議が置かれている市町村にあっては、市町村食育推進会

議）は、市町村食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要旨を公表

しなければならない。
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第三章 基本的施策

（家庭における食育の推進）

第十九条 国及び地方公共団体は、父母その他の保護者及び子どもの食に対する関心及

び理解を深め、健全な食習慣の確立に資するよう、親子で参加する料理教室その他の食

事についての望ましい習慣を学びながら食を楽しむ機会の提供、健康美に関する知識の

啓発その他の適切な栄養管理に関する知識の普及及び情報の提供、妊産婦に対する栄養

指導又は乳幼児をはじめとする子どもを対象とする発達段階に応じた栄養指導その他の

家庭における食育の推進を支援するために必要な施策を講ずるものとする。

（学校、保育所等における食育の推進）

第二十条 国及び地方公共団体は、学校、保育所等において魅力ある食育の推進に関す

る活動を効果的に促進することにより子どもの健全な食生活の実現及び健全な心身の成

長が図られるよう、学校、保育所等における食育の推進のための指針の作成に関する支

援、食育の指導にふさわしい教職員の設置及び指導的立場にある者の食育の推進におい

て果たすべき役割についての意識の啓発その他の食育に関する指導体制の整備、学校、

保育所等又は地域の特色を生かした学校給食等の実施、教育の一環として行われる農場

等における実習、食品の調理、食品廃棄物の再生利用等様々な体験活動を通じた子ども

の食に関する理解の促進、過度の痩 (そう)身又は肥満の心身の健康に及ぼす影響等につ

いての知識の啓発その他必要な施策を講ずるものとする。

（地域における食生活の改善のための取組の推進）

第二十一条 国及び地方公共団体は、地域において、栄養、食習慣、食料の消費等に関

する食生活の改善を推進し、生活習慣病を予防して健康を増進するため、健全な食生活

に関する指針の策定及び普及啓発、地域における食育の推進に関する専門的知識を有す

る者の養成及び資質の向上並びにその活用、保健所、市町村保健センター、医療機関等

における食育に関する普及及び啓発活動の推進、医学教育等における食育に関する指導

の充実、食品関連事業者等が行う食育の推進のための活動への支援等必要な施策を講ず

るものとする。

（食育推進運動の展開）

第二十二条 国及び地方公共団体は、国民、教育関係者等、農林漁業者等、食品関連事

業者等その他の事業者若しくはその組織する団体又は消費生活の安定及び向上等のため

の活動を行う民間の団体が自発的に行う食育の推進に関する活動が、地域の特性を生か

しつつ、相互に緊密な連携協力を図りながらあまねく全国において展開されるようにす

るとともに、関係者相互間の情報及び意見の交換が促進されるよう、食育の推進に関す

る普及啓発を図るための行事の実施、重点的かつ効果的に食育の推進に関する活動を推

進するための期間の指定その他必要な施策を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、食育の推進に当たっては、食生活の改善のための活動その

他の食育の推進に関する活動に携わるボランティアが果たしている役割の重要性にかん

がみ、これらのボランティアとの連携協力を図りながら、その活動の充実が図られるよ

う必要な施策を講ずるものとする。
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（生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等）

第二十三条 国及び地方公共団体は、生産者と消費者との間の交流の促進等により、生産者と

消費者との信頼関係を構築し、食品の安全性の確保、食料資源の有効な利用の促進及び国民の

食に対する理解と関心の増進を図るとともに、環境と調和のとれた農林漁業の活性化に資する

ため、農林水産物の生産、食品の製造、流通等における体験活動の促進、農林水産物の生産さ

れた地域内の学校給食等における利用その他のその地域内における消費の促進、創意工夫を生

かした食品廃棄物の発生の抑制及び再生利用等必要な施策を講ずるものとする。

（食文化の継承のための活動への支援等）

第二十四条 国及び地方公共団体は、伝統的な行事や作法と結びついた食文化、地域の特色あ

る食文化等我が国の伝統のある優れた食文化の継承を推進するため、これらに関する啓発及び

知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。

（食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進）

第二十五条 国及び地方公共団体は、すべての世代の国民の適切な食生活の選択に資するよう、

国民の食生活に関し、食品の安全性、栄養、食習慣、食料の生産、流通及び消費並びに食品廃

棄物の発生及びその再生利用の状況等について調査及び研究を行うとともに、必要な各種の情

報の収集、整理及び提供、データベースの整備その他食に関する正確な情報を迅速に提供する

ために必要な施策を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、食育の推進に資するため、海外における食品の安全性、栄養、食

習慣等の食生活に関する情報の収集、食育に関する研究者等の国際的交流、食育の推進に関す

る活動についての情報交換その他国際交流の推進のために必要な施策を講ずるものとする。

第四章 食育推進会議等

（食育推進会議の設置及び所掌事務）

第二十六条 農林水産省に、食育推進会議を置く。

２ 食育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 食育推進基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。

二 前号に掲げるもののほか、食育の推進に関する重要事項について審議し、及び食育の推進

に関する施策の実施を推進すること。

（組織）

第二十七条 食育推進会議は、会長及び委員二十五人以内をもって組織する。

（会長）

第二十八条 会長は、農林水産大臣をもって充てる。

２ 会長は、会務を総理する。

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。



（委員）

第二十九条 委員は、次に掲げる者をもって充てる。

一 農林水産大臣以外の国務大臣のうちから、農林水産大臣の申出により、内閣総理大臣が

指定する者

二 食育に関して十分な知識と経験を有する者のうちから、農林水産大臣が任命する者

２ 前項第二号の委員は、非常勤とする。

（委員の任期）

第三十条 前条第一項第二号の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。

２ 前条第一項第二号の委員は、再任されることができる。

（政令への委任）

第三十一条 この章に定めるもののほか、食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

政令で定める。

（都道府県食育推進会議）

第三十二条 都道府県は、その都道府県の区域における食育の推進に関して、都道府県食育

推進計画の作成及びその実施の推進のため、条例で定めるところにより、都道府県食育推進

会議を置くことができる。

２ 都道府県食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。

（市町村食育推進会議）

第三十三条 市町村は、その市町村の区域における食育の推進に関して、市町村食育推進計

画の作成及びその実施の推進のため、条例で定めるところにより、市町村食育推進会議を置

くことができる。

２ 市町村食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。

附 則 抄 

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。

附 則 （平成二一年六月五日法律第四九号） 抄 

（施行期日）

第一条 この法律は、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成二十一年法律第四十八号）の

施行の日から施行する。

附 則 （平成二七年九月一一日法律第六六号） 
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（施行期日）

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。

一 附則第七条の規定 公布の日

（食育基本法の一部改正に伴う経過措置）

第四条 この法律の施行の際現に第二十五条の規定による改正前の食育基本法第二十六

条第一項の規定により置かれている食育推進会議は、第二十五条の規定による改正後の

食育基本法第二十六条第一項の規定により置かれる食育推進会議となり、同一性をもっ

て存続するものとする。

（政令への委任）

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。
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令和４年高知県県民健康・栄養調査の概要（抜粋）

１．調査の目的

 県民の食生活、栄養摂取の状況及び健康意識等を把握し、県の健康づくり施策の基礎

資料を得るため、令和４年高知県県民健康・栄養調査を実施する。

２．調査の対象者と抽出方法

 調査の対象は、県内の世帯及び世帯員で、令和４年11月1日現在で満１歳以上の者とし

た。

 県内34市町村を４つの経済地帯別の地域に分け、令和２年国勢調査の調査区から無作

為に抽出した19地区の891世帯、1,945人及び令和４年国民健康・栄養調査実施地区２地

区の37世帯、78人を合計した21地区、928世帯、2,023人とした。

(参考資料５）

区 分 漁業従事率 農家率 林野率

都市・都市近郊 約５%未満 20%未満で世帯数が8,000世帯以上

平地農村 約５%未満 80%未満

農山村 約５%未満 80%以上

漁村 約５%以上

経済地帯別分類として、県内を以下のように４地域に区分した。

３．調査実施者の概要
（１）実施状況

（２）年齢階級別状況（実施者数）
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実施調査内容 対象者 実施者数 実施率 
身体状況調査 2,023人 316人 15.6％ 
栄養摂取状況調査 2,023人 866人 42.8％ 

生活習慣調査 1,744人 861人 49.4％ 
歩行測定 1,744人 656人 37.6％ 
血液検査 1,744人 277人 15.9％ 
※年齢、性別の回答を行われなかった者は、実施者数に含めなかった 



（３）経済地帯別状況（実施者数）

（５）職業別状況（栄養摂取状況調査票の回答者の職業別内訳）

（４）経済地帯別年齢構成比
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（※（県）・・県抽出地区） 
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